
第 2 章 ビジネス戦略と IT 戦略の融合：ERP 選定を見据えて 

現代の企業経営において、IT はもはや単なるコストセンターではなく、ビジネスの成長

を加速させる戦略的資産としての重要性を増しています。特に、企業の根幹を支える**基幹

システム（ERP）**は、この変化の時代において、単なる業務効率化ツールを超え、経営戦

略を実現するための強力な武器となり得ます。しかし、そのためには、ERP の導入や刷新

が、企業の明確なビジネス戦略と深く結びつき、一貫した IT 戦略の一部として位置づけら

れることが不可欠です。 

本章では、ERP 選定に先立ち、いかにビジネス戦略を深く理解し、それを IT 戦略、特に基

幹システムのビジョンへと具体的に落とし込むかについて詳述します。単に最新のテクノ

ロジーを導入するだけでは、真の DX（デジタルトランスフォーメーション）は実現しませ

ん。企業の競争優位性を確立し、持続的な成長を可能にするためには、ビジネスの目標と IT

の方向性が完全にアラインしている必要があるのです。 

 

2.1 ビジネス戦略の理解と分析：ERP が貢献すべき経営課題 

ERP 導入プロジェクトの成否は、その企業がどのような経営課題を抱え、何を達成し

たいのか、というビジネス戦略の明確化にかかっています。曖昧な目的のまま進められる

プロジェクトは、必ずと言っていいほど途中で方向性を見失い、期待する効果が得られな

い結果に終わります。 

 

2.1.1 事業環境分析（PESTLE、SWOT） 

企業のビジネス戦略を深く理解するためには、まず自社を取り巻く事業環境を客観

的に分析することが不可欠です。外部環境の分析には PESTLE 分析（Political：政治、

Economic：経済、Sociological：社会、Technological：技術、Legal：法律、Environmental：

環境）が有効です。これにより、マクロ的な視点から企業活動に影響を与える要因を特

定し、将来の機会や脅威を予測します。一方、内部環境と外部環境を統合的に分析する

には SWOT 分析（Strengths：強み、Weaknesses：弱み、Opportunities：機会、Threats：

脅威）が有効です。 

 

2.1.1.1 PESTLE 分析によるマクロ環境の把握と ERP への影響 

PESTLE 分析は、企業がコントロールできない外部要因を体系的に把握し、それら

がビジネス戦略、ひいては ERP にどのような影響を与えるかを考察するためのフレ

ームワークです。 

• Political (政治)：政府の政策、税制、貿易協定、安定性などが含まれます。 

o 新たな税制（例：インボイス制度、炭素税）の導入は、ERP の会計・税務

機能の変更や対応を必要とします。国際貿易協定の変化は、サプライチェ

ーン管理（SCM）機能における関税計算や原産地証明の管理に影響を与え



る可能性があります。例えば、国内自動車部品メーカーが海外展開を加速

する際、各国の貿易政策や輸入規制の変化に迅速に対応するため、ERP の

貿易管理モジュールや、税務機能を適切に設定・運用できることが重要と

なります。 

o 詳細な検討: 

▪ 政府の産業政策: 特定産業への補助金や規制緩和・強化は、企業の競

争環境を一変させ、新たな投資や事業撤退の判断に影響を与えます。

例えば、再生可能エネルギー産業への優遇政策は、関連製造業にお

ける生産能力増強や、サプライチェーンの再構築を促し、ERP によ

る生産・調達計画の柔軟な対応が求められます。 

▪ 地政学的リスク: 地域紛争や国際的な緊張の高まりは、サプライチ

ェーンの寸断や物流コストの急増を引き起こします。ERP は、代替

サプライヤーの特定、リアルタイムの在庫・輸送状況の可視化、リ

スクシナリオシミュレーションなどの機能を通じて、サプライチェ

ーンのレジリエンス（強靭性）向上に貢献すべきです。 

▪ データ主権・データローカライゼーション: 各国でデータ主権やデ

ータの現地保存を義務付ける法律（例：中国のサイバーセキュリテ

ィ法）が強化される動きがあります。グローバル展開する企業は、

ERP データの物理的な保存場所、アクセス制御、暗号化などのセキ

ュリティ要件を、法規制に適合させる必要があります。 

▪ 労働政策・雇用規制: 最低賃金の上昇、労働時間規制、解雇規制など

は、人事・給与管理機能を持つ ERP への影響が大きいです。グロー

バル企業の場合、各国ごとの複雑な労働法への対応が ERP の HCM

モジュールに求められます。 

 

• Economic (経済)：経済成長率、為替レート、金利、インフレ率、購買力など

が含まれます。 

o 景気変動は需要予測の精度に大きな影響を与え、ERP の生産計画や在庫管

理の最適化に直結します。為替レートの変動は、グローバル企業における

多通貨会計処理の複雑性を増し、ERP の財務機能の柔軟性が求められます。

海外総合化学メーカーが景気後退期に直面した際、ERP のリアルタイムデ

ータ分析機能と AI 予測を組み合わせることで、需要予測の精度を高め、

過剰生産とそれに伴う在庫コストを削減しました。これは ERP が経済的

変動に対するレジリエンスを高める役割を担った事例です。 

o 詳細な検討: 

▪ インフレと原材料価格: インフレの進行や原材料価格の急激な変動



は、正確な原価計算と利益管理を困難にします。ERP は、リアルタ

イムでの原材料コスト追跡、変動費と固定費の分析、そして「変動

予算」のような柔軟な予算管理機能を提供することで、企業が価格

変動リスクを吸収し、収益性を確保できるよう支援します。 

▪ 金利と資金調達: 金利の変動は企業の資金調達コストに影響を与え、

設備投資や事業拡大の判断に影響します。ERP の財務会計機能は、

キャッシュフロー予測や資金繰り管理を支援し、最適な資金運用戦

略の立案を可能にします。 

▪ 消費者の購買力: 景気後退期の消費者の購買力低下は、売上予測に

影響し、ERP の販売計画やプロモーション戦略の再検討を促します。

ERP は、顧客セグメントごとの購買履歴分析や、割引・クーポン適

用管理機能を通じて、最適な販売戦略の実行を支援します。 

▪ 国際経済の動向: 世界経済の減速や主要市場の景気低迷は、輸出依

存度の高い製造業に直接的な影響を与えます。ERP は、グローバル

な販売チャネルからの情報収集、地域ごとの需要予測、および多通

貨での収益・費用管理を通じて、国際経済の変動に対するリスクヘ

ッジを支援します。 

 

• Sociological (社会)：人口動態、ライフスタイル、文化、教育水準などが含ま

れます。 

o 消費者の嗜好の変化（例：環境配慮型製品への需要増）は、製品ライフサ

イクル管理（PLM）システムとの連携や、サプライチェーンにおける環境

負荷情報の管理機能の必要性を高めます。労働人口の減少や高齢化は、人

事（HCM）機能における人材育成、スキル管理、労働時間管理の高度化を

促します。国内食品メーカーが健康志向の高まりに対応するため、ERP の

製品マスターにアレルゲン情報や栄養成分情報を詳細に登録し、消費者に

透明性を提供できるようにシステムを改修しました。これは社会トレンド

が ERP のデータ管理要件に影響を与えた例です  

o 詳細な検討: 

▪ 人口減少と労働力不足: 特に日本では深刻な労働力不足は、製造業

における自動化、省人化のニーズを高めます。ERP は、生産管理の

自動化、RPA（Robotic Process Automation）との連携による間接業

務の効率化、そして人材のスキル管理と最適な配置を支援する HCM

機能の強化を通じて、この課題に対応すべきです。 

▪ 働き方の多様化: リモートワーク、フレックスタイム制の普及は、勤

怠管理、給与計算、従業員のパフォーマンス評価など、人事関連業



務の複雑性を増します。クラウド型 ERP の HCM モジュールは、多

様な働き方に対応した柔軟な設定と、従業員のセルフサービス機能

を提供することで、管理者と従業員の双方の利便性を向上させます。 

▪ 消費者の価値観の変化: 「モノ消費からコト消費へ」「サステナビリ

ティ志向」「パーソナライゼーション」といった消費者の価値観の変

化は、ERP の製品情報管理、販売戦略、顧客管理に影響を与えます。

ERP は、製品のライフサイクル全体での環境負荷情報の追跡、顧客

の購買履歴と行動データの統合分析、そしてそれに基づいたパーソ

ナライズされたマーケティング・販売活動の支援を通じて、新たな

価値創造に貢献します。 

▪ 教育水準とスキルギャップ: AI や IoT といった新技術の導入は、従

業員に新たなスキルセットを要求します。ERP の HCM 機能は、従

業員のスキルマップ作成、研修履歴管理、キャリアパス計画支援を

通じて、スキルギャップの特定と解消を支援します。 

 

• Technological (技術)：AI、IoT、ロボティクス、クラウドコンピューティング、

ブロックチェーンなどの技術革新が含まれます。 

o 最も大きな影響を与える要素の一つです。クラウド ERP への移行はイン

フラコスト削減とスケーラビリティを提供し、AI や IoT との連携は、需

要予測、生産最適化、予兆保全といった新たなビジネス価値を創出しま

す。国内精密機器メーカーは、生産ラインに IoT センサーを導入し、ERP

と連携させることで、リアルタイムの稼働状況を把握。これにより、生

産計画の最適化と設備の稼働効率向上を実現し、生産リードタイムを大

幅に短縮しました。これは技術革新が ERP の役割を拡張する好例です。 

o 詳細な検討: 

▪ クラウドコンピューティングの普及: SaaS 型 ERP の利用は、システ

ム導入・運用コストの削減、バージョンアップの自動化、スケーラ

ビリティの向上といったメリットをもたらします。これにより、企

業は IT リソースをビジネス価値創出に集中できるようになります。

また、分散型システムアーキテクチャ（マイクロサービスなど）と

の親和性が高く、アジリティを高めます。 

▪ AI/機械学習: ERP データと AI の組み合わせにより、需要予測、生産

計画の最適化、品質異常検知、不正会計検知、パーソナライズされ

た顧客対応など、従来のシステムでは不可能だった高度な分析と自

動化が可能になります。これは、経営意思決定の精度とスピードを

劇的に向上させます。 



▪ IoT (Internet of Things): 製造現場の設備、製品、サプライチェーン上

のモノなどからリアルタイムデータを収集し、ERP と連携すること

で、生産状況の可視化、予兆保全、在庫の正確な把握、トレーサビ

リティの強化などが実現します。 

▪ RPA (Robotic Process Automation): 定型的なバックオフィス業務（デ

ータ入力、レポート作成、承認フローなど）を RPA で自動化し、ERP

と連携することで、業務効率を大幅に向上させ、人的エラーを削減

します。これにより、従業員はより戦略的な業務に集中できるよう

になります。 

▪ ブロックチェーン: サプライチェーンの透明性確保、契約管理、トレ

ーサビリティなどにブロックチェーン技術の活用が検討されていま

す。ERP は、ブロックチェーンと連携することで、より信頼性の高

い取引記録や情報共有を実現し、サプライチェーン全体の信頼性を

高める可能性があります。 

 

• Legal (法律)：労働法、消費者保護法、環境規制、データプライバシー法（GDPR

など）などが含まれます。 

o 法規制の変更は、ERP のコンプライアンス機能を直接的に左右します。特

に、グローバル企業は各国のデータ保護法や税法に対応するため、ERP の

ローカライズ機能や、地域ごとのデータ分離・アクセス制御機能が重要に

なります。海外製薬会社は、厳しい医薬品製造品質管理基準（GMP）や、

各国ごとのトレーサビリティ要件に対応するため、ERP の生産管理モジュ

ールと品質管理システムを統合。これにより、製品の製造履歴や原材料情

報を厳格に管理し、規制遵守を徹底しました。 

o 詳細な検討: 

▪ GDPR (一般データ保護規則) / CCPA (カリフォルニア州消費者プライ

バシー法) など: 個人情報保護規制の強化は、ERP における顧客デー

タ、従業員データの管理方法、アクセス制御、データ削除権などに対

する厳格な要件を課します。ERP は、これらの規制に準拠したデータ

管理機能、監査ログ機能、同意管理機能などを備える必要があります。 

▪ 電子帳簿保存法・インボイス制度: 日本では、これらの法改正が企業

会計システムに大きな影響を与えています。ERP は、電子取引データ

の保存、適格請求書の発行・受領、仕訳の自動化など、これらの制度

への対応が必須となります。 

▪ ESG 関連法規制: 環境情報の開示義務、サプライチェーンにおける人

権デューデリジェンスの義務化など、ESG 関連の法規制が強化されて



います。ERP は、サプライチェーン全体での環境データ（CO2 排出量、

水使用量など）や社会データ（労働環境、人権状況など）の収集・管

理・報告を支援する機能を求められます。 

▪ 業界固有の規制: 製造業であれば、製品安全規制、品質管理基準（ISO

など）、特定有害物質規制（RoHS など）など、業界ごとに特有の規制

が存在します。ERP は、これらの規制遵守を支援するための機能（例：

ロット管理、品質検査記録、トレーサビリティ）を備える必要があり

ます。 

 

• Environmental (環境)：気候変動、資源制約、サステナビリティ意識の高まり

などが含まれます。ESG（環境・社会・ガバナンス）経営への関心の高まり

は、ERP による環境負荷データ（CO2 排出量、水使用量など）の管理、サプ

ライチェーン全体でのサステナビリティ情報の可視化を求めるようになりま

す。 

o 国内化学品メーカーは、サプライチェーンにおける CO2 排出量を削減す

る目標を設定し、ERP の調達モジュールと連携する形で、サプライヤーか

らの環境関連データの収集・管理機能を追加しました。これにより、サプ

ライヤー選定基準に環境側面を組み込み、サプライチェーン全体の環境負

荷低減に貢献しています。 

o 詳細な検討: 

▪ 脱炭素化の動き: 世界的な脱炭素化の動きは、製造プロセスのエネル

ギー効率化、再生可能エネルギーの導入、サプライチェーン全体の

CO2 排出量可視化といったニーズを生み出します。ERP は、生産活動

におけるエネルギー消費量のトラッキング、排出量データの収集・分

析、サプライヤーからの環境データ連携などを支援し、企業の脱炭素

目標達成に貢献します。 

▪ サーキュラーエコノミーへの移行: 製品のライフサイクル全体での

資源の有効活用（リサイクル、リユース）を目指すサーキュラーエコ

ノミーの考え方は、ERP の製品設計、生産、在庫、返品管理、そして

廃棄物管理における新たな要件を生み出します。ERP は、製品の素材

情報、リサイクル可能性、使用済み製品の回収・再利用プロセスなど

を管理する機能を求められます。 

▪ サプライチェーンの環境リスク: サプライチェーンにおける環境汚

染、水資源の枯渇、生物多様性への影響といったリスクは、企業のレ

ピュテーション（評判）や事業継続性に大きな影響を与えます。ERP

は、サプライヤーの環境パフォーマンス評価、サプライチェーン全体



での環境リスク情報の収集・分析を通じて、これらのリスクを管理し、

軽減するための基盤を提供します。 

 

これらの詳細な PESTLE 分析を通じて、企業は外部環境の変化が自社のビジネス

にどのような機会や脅威をもたらし、その結果、ERP にどのような機能や特性が求

められるのかを深く理解することができます。これは、単に「システムを新しくする」

という発想を超え、「未来のビジネスに対応できる基盤を築く」という戦略的な視点

を持つ上で不可欠です。 

 

2.1.1.2 SWOT 分析による内部・外部環境の統合的評価と ERP への示唆 

PESTLE 分析がマクロな外部環境を把握するのに対し、SWOT 分析は、企業の内部

環境（Strengths: 強み, Weaknesses: 弱み）と外部環境（Opportunities: 機会, Threats: 

脅威）を統合的に評価し、それらを組み合わせて戦略的な示唆を得るためのフレーム

ワークです。この分析を通じて、ERP が企業の強みを活かし、弱みを克服し、機会を

捉え、脅威を回避するためにどのように貢献できるかを具体化します。 

SWOT 分析は、ERP 導入の具体的な方向性と優先順位を決定する上で非常に強力な

フレームワークであり、経営層から現場まで、多様なステークホルダーが共通認識を

持つための共通言語としても機能します。各要素を深く掘り下げ、さらにクロス

SWOT 分析（各要素を組み合わせて戦略を導き出す）を行うことで、より実践的な

ERP 活用戦略を策定することができます。 

 

Strengths (強み)：企業が競争優位を持つ内部要因。 

企業の強みは、競争環境において自社を有利にする内部的な特性や能力です。ERP

は、これらの強みをさらに強化し、事業成長の推進力に変える役割を担うことができ

ます。 

• 強みの例: 

o 高い技術力と研究開発能力: 独自の製品や技術を継続的に生み出す力。 

o 強力なブランド力と顧客ロイヤリティ: 顧客からの高い信頼と支持。 

o 高品質な製品と信頼性: 市場で認められた製品の品質と耐久性。 

o 効率的な生産システムとコスト競争力: 他社に模倣されにくい生産ノウハ

ウや低コスト構造。 

o 熟練した人材と技術力: 長年の経験と専門知識を持つ従業員。 

o 強固なサプライヤーネットワーク: 安定した供給を可能にするサプライヤ

ーとの信頼関係。 

• 企業の強みをさらに強化するために、ERP がどのように貢献できるかを考え

ます。 



o 事例 (国内高級衣料メーカー): 「熟練職人による高品質な製品と独自の製

造技術」が強み。従来の生産管理は職人の経験に依存し、技術の可視化が

課題でした。新 ERP 導入では、生産管理モジュールを通じて、職人のノウ

ハウを標準化された製造プロセスとしてシステムに落とし込み、品質デー

タを詳細に収集・分析できるようにしました。これにより、品質の均一性

を保ちつつ、新規職人の育成を加速し、生産性を向上させました。ERP は、

属人的な強みを組織的な強みへと昇華させる役割を担ったのです。 

o 詳細な活用例: 

▪ 技術力と研究開発能力: ERP と PLM（製品ライフサイクル管理）シス

テムとの密な連携により、新製品開発における部品構成（BOM）管理、

原価試算、プロジェクト進捗管理を効率化します。これにより、開発

リードタイムを短縮し、市場への迅速な投入を支援します。また、ERP

のデータ分析機能を通じて、市場のニーズや技術トレンドを R&D 活

動にフィードバックする仕組みを構築できます。 

▪ ブランド力と顧客ロイヤリティ: ERP に蓄積された顧客の購買履歴や

行動データを CRM（顧客関係管理）システムと統合し、顧客セグメン

トごとにパーソナライズされたマーケティング戦略を実行します。顧

客からの問い合わせやクレーム情報を ERP のサービスモジュールで

一元管理し、迅速かつ質の高い対応を実現することで、顧客ロイヤリ

ティをさらに高めます。 

▪ 高品質な製品と信頼性: ERP の品質管理モジュールを活用し、原材料

の受入検査から製造工程、最終製品検査に至るまで、品質データを網

羅的に収集・分析します。これにより、品質異常の早期発見、原因究

明、再発防止策の実施を支援し、製品の信頼性を維持・向上させます。

ロット管理やトレーサビリティ機能も、品質問題発生時の迅速な対応

を可能にします。 

▪ 効率的な生産システム: ERP の生産計画（MRP/APS）機能を最大限に

活用し、需要変動に応じた最適な生産スケジューリング、資源配分、

工程管理を行います。IoT や MES（製造実行システム）との連携によ

り、生産ラインのリアルタイムデータを ERP に取り込み、稼働率の

向上、ボトルネックの解消、無駄の削減を追求し、さらにコスト競争

力を高めます。 

 

ERP は、企業の既存の強みをさらに磨き上げ、競争優位を一層強固なものにする

ための強力な後押しとなるべきです。 

 



Weaknesses (弱み)：企業が競争上不利な内部要因。 

企業の弱みは、競争環境において自社を不利にする内部的な特性や不足している

能力です。ERP 導入は、これらの弱みを克服し、企業全体のパフォーマンスを向上さ

せる絶好の機会を提供します。 

• 弱みの例: 

o 部門間のサイロ化と情報共有の不足: 各部門が独立して業務を行い、情報

が共有されないために非効率が発生している状態。 

o 手作業や属人化された業務プロセス: 自動化されておらず、特定の個人に

依存している業務。 

o 老朽化したレガシーシステムと IT 負債: 古いシステムが複数存在し、保

守・運用コストが高い、拡張性が低い。 

o 不正確なデータやデータの品質問題: 経営判断に必要なデータが信頼でき

ない、欠損が多い。 

o サプライチェーンの可視性不足: サプライヤーから顧客までの情報が途切

れ、全体を把握できない。 

o 意思決定の遅さ: 必要な情報がタイムリーに集まらず、経営判断が遅れる。 

• 企業の弱みを克服するために、ERP がどのように役立つかを考えます。 

o 事例 (国内中堅部品メーカー): 「部門間のデータ分断と手作業による非効

率な業務連携」が弱み。特に、営業部門の受注情報と生産部門の計画情報

がリアルタイムで連携されず、納期遅延や過剰在庫が発生していました。

クラウド ERP を導入し、販売、生産、在庫、会計の各モジュールを統合す

ることで、リアルタイムでの情報共有を実現。これにより、納期遵守率が

向上し、在庫削減にも成功しました。ERP は、情報共有の壁を取り払い、

非効率な業務プロセスを是正する手段となりました。 

o 詳細な活用例: 

▪ 部門間のサイロ化: ERP は、会計、販売、生産、購買、人事といった

企業の主要業務プロセスを一元的に管理するため、部門間のデータ連

携を自動化し、情報共有の壁を取り払います。これにより、例えば、

営業が入力した受注情報が即座に生産計画に反映され、製造部門が最

新の納期情報を把握できるようになります。 

▪ 手作業や属人化: ERP の標準機能やワークフロー機能を活用すること

で、これまで手作業で行っていた業務プロセスを自動化・標準化でき

ます。RPA との連携により、ERP へのデータ入力やレポート作成など

の定型業務を自動化し、従業員はより付加価値の高い業務に集中でき

るようになります。これにより、特定の個人に依存していた業務リス

クを低減し、業務の安定性を高めます。 



▪ 老朽化したレガシーシステム: クラウド ERP への移行は、既存の老朽

化したシステム群を統合・刷新する絶好の機会です。最新のテクノロ

ジーを活用することで、運用保守コストを削減し、システムの拡張性

を高め、将来的なビジネス変化への対応力を強化できます。システム

の「塩漬け」状態を解消し、IT 負債を解消します。 

▪ 不正確なデータやデータの品質問題: ERP 導入は、マスターデータ（製

品、顧客、サプライヤーなど）のクレンジングと標準化を強制します。

ERP を「唯一の真実の情報源（Single Source of Truth）」と位置づけ、

データ入力時の整合性チェック、データガバナンスポリシーの厳格な

適用を通じて、データの正確性と信頼性を大幅に向上させます。これ

により、データに基づいた経営意思決定の精度を高めます。 

▪ サプライチェーンの可視性不足: ERP の SCM モジュールや外部サプ

ライチェーンプラットフォームとの連携により、サプライヤーの在庫、

生産状況、輸送状況、リードタイムなどをリアルタイムで可視化しま

す。これにより、サプライチェーン全体のボトルネックを特定し、予

期せぬ中断に対する迅速な対応を可能にし、レジリエンスを向上させ

ます。 

 

ERP は、企業の根本的な弱みに正面から向き合い、それを克服するための強力な

変革ツールとしての役割を果たすべきです。 

 

Opportunities (機会)：企業にとって有利な外部要因。 

機会は、企業が成長し、競争優位を確立するために活用できる外部環境の動向です。

ERP は、これらの機会を捉え、新たなビジネス価値を創造するための基盤を提供し

ます。 

• 機会の例: 

o 新しい市場や顧客セグメントの出現: 未開拓の顧客層や地域市場の成長。 

o 新技術の登場と普及: AI、IoT、ブロックチェーンなどの技術がビジネスに

もたらす可能性。 

o 環境規制や社会意識の変化: サステナビリティ、ESG 投資の高まりなど、

新たなビジネスモデルの創出につながる動き。 

o 競合の弱体化や業界再編: 市場シェア拡大のチャンス。 

o 政府の政策や補助金: 特定産業の成長を後押しする動き。 

o サプライチェーンの再構築ニーズ: レジリエンス強化のためのサプライチ

ェーン見直し。 

• 外部の機会を捉え、新たなビジネス価値を創造するために、ERP がどのよう



な役割を果たすかを考えます。 

o 事例 (海外家具小売業): 「E コマース市場の急成長とオムニチャネル需要

の拡大」が機会。しかし、店舗とオンラインの在庫情報が統合されておら

ず、顧客体験に課題がありました。ERP と E コマースプラットフォームを

連携させ、リアルタイムの在庫情報を提供。顧客がオンラインで商品の在

庫を確認し、店舗で受け取れる「クリック＆コレクト」サービスを強化し

ました。また、顧客の購買履歴データを ERP に集約し、パーソナライズさ

れた商品推奨を行うことで、売上向上と顧客ロイヤリティ強化に貢献しま

した。 

o 詳細な活用例: 

▪ 新しい市場・顧客セグメントの出現: グローバル対応の ERP は、多言

語・多通貨・多税制に対応し、新たな国や地域への迅速な事業展開を

可能にします。また、CRM との連携により、新しい顧客セグメントの

行動パターンを分析し、ターゲットに合わせた製品開発やマーケティ

ング戦略を支援します。 

▪ 新技術の登場と普及: ERP は、AI、IoT、ブロックチェーンなどの最新

技術と連携することで、新たなビジネスモデルやサービスを生み出す

プラットフォームとなりえます。例えば、製造業における予兆保全サ

ービス（IoT 連携）、AI を活用したパーソナライズド製品の需要予測、

ブロックチェーンを活用したサプライチェーンのトレーサビリティ

強化など、ERP がその中心的なデータ基盤となります。 

▪ 環境規制・社会意識の変化: 環境負荷の可視化やサステナビリティ報

告の義務化といった機会に対して、ERP は環境データ（CO2 排出量、

水使用量、廃棄物量）の収集、管理、分析、報告を支援します。サプ

ライチェーン全体での ESG 情報を追跡し、企業のサステナビリティ

戦略を支援することで、企業価値向上に貢献します。 

▪ 競合の弱体化/業界再編: 競合他社がシステム老朽化や DX の遅れで

苦しむ中、ERP を活用した自社の業務効率化、意思決定の迅速化は、

市場シェア拡大のチャンスとなります。M&A を検討する場合、ERP が

統合基盤として機能することで、買収後の事業統合（PMI）をスムー

ズに進め、シナジー効果を早期に実現できます。 

▪ 政府の政策・補助金: 特定産業のデジタル化や設備投資を促す政府の

政策や補助金は、ERP 導入の費用対効果を高める機会となります。

ERP ベンダーやコンサルタントは、これらの制度に関する情報も提供

できるため、積極的に活用を検討すべきです。 

 



ERP は、外部の機会を単なるチャンスとして捉えるだけでなく、それを具体的な

ビジネスアクションへと変換し、競争優位を確立するための戦略的な手段となるべ

きです。 

 

Threats (脅威)：企業にとって不利な外部要因。 

脅威は、企業の収益性や存続に悪影響を与える可能性のある外部環境の動向です。

ERP は、これらの脅威から企業を保護し、リスクを軽減するための重要な防御策と

なることができます。 

• 脅威の例: 

o 国際的な原材料価格の急激な変動: 不安定な国際情勢や供給制約によるコ

スト増大。 

o グローバルな競争激化: 新規参入や他社のデジタル化による競争圧力。 

o サプライチェーンの寸断リスク: 自然災害、パンデミック、地政学的リス

クなどによる供給網の停止。 

o サイバー攻撃や情報漏洩のリスク: 企業活動を麻痺させる可能性のあるセ

キュリティ脅威。 

o 法規制の強化とコンプライアンスリスク: 新たな法規制への対応遅れによ

る罰則や企業イメージの低下。 

o 消費者ニーズの急速な変化: トレンドの変化に対応できない製品やサービ

ス。 

• 外部の脅威から企業を守り、リスクを回避するために、ERP がどのように貢

献できるかを考えます。 

o 事例 (国内電機部品メーカー): 「国際的な原材料価格の急激な変動と調達

リスクの増大」が脅威。従来の調達システムでは、価格変動への対応が遅

れ、原価管理が困難でした。新 ERP 導入では、リアルタイムで原材料の市

場価格情報を取り込み、AI を活用した予測分析を行う機能を強化。これに

より、最適なタイミングでの調達を可能にし、原材料価格変動によるリス

クを最小限に抑え、利益率の安定化に貢献しました。 

o 詳細な活用例: 

▪ 原材料価格の変動: ERP の購買管理モジュールは、複数のサプライヤ

ーからの見積もり比較、契約管理、リアルタイムでの市場価格情報の

連携（外部データ連携）を支援します。AI を活用した価格変動予測や、

代替材料の探索支援機能と組み合わせることで、調達コストの最適化

とリスクヘッジを強化します。 

▪ グローバル競争激化: ERP による業務プロセスの標準化・効率化、リ

アルタイムな経営情報の可視化は、意思決定のスピードを向上させ、



競争力を高めます。特にクラウド ERP は、迅速なグローバル展開を

支援し、海外市場での競争優位確立に貢献します。 

▪ サプライチェーンの寸断リスク: ERP の SCM 機能は、サプライヤー

の地理的リスク評価、複数サプライヤーからの調達戦略（マルチソー

ス化）、リアルタイムの在庫・輸送状況の可視化、そして代替ルートや

生産拠点への切り替えシミュレーションを支援します。これにより、

サプライチェーン全体のレジリエンスを高め、事業継続計画（BCP）

の実行を支援します。 

▪ サイバー攻撃・情報漏洩: ERP は企業の機密情報（財務、人事、顧客、

生産データ）を扱うため、厳格なセキュリティ対策が必須です。クラ

ウド ERP は、ベンダーによる最新のセキュリティ対策（暗号化、アク

セス制御、侵入検知、災害対策など）が常に適用されるため、オンプ

レミスよりも高いセキュリティレベルを維持しやすい傾向がありま

す。また、内部統制機能や監査ログ機能も、不正行為の防止や情報漏

洩リスクの低減に貢献します。 

▪ 法規制の強化とコンプライアンスリスク: ERP は、各国・地域の税制、

会計基準、環境規制、データプライバシー法など、多様な法規制への

対応を支援するローカライズ機能を備えています。ERP の定期的なア

ップデートにより、法改正への迅速な対応が可能となり、コンプライ

アンスリスクを低減します。 

 

SWOT 分析における脅威の特定と、それに対する ERP の活用戦略は、企業の「守

り」の側面を強化し、持続可能な事業運営を可能にするために不可欠です。ERP は、

単にリスクを管理するだけでなく、危機を成長の機会に変えるための情報基盤とな

るべきです。 

 

2.1.2 ビジネスモデルキャンバス、バリューチェーン分析 

事業環境を分析した上で、企業のビジネス構造をより具体的に理解するためには、ビ

ジネスモデルキャンバスとバリューチェーン分析が有効なツールとなります。これら

のフレームワークは、ERP が企業のどの部分に、どのように介入して価値を生み出す

べきかを、よりミクロな視点から特定するのに役立ちます。 

 

2.1.2.1 ビジネスモデルキャンバスによるビジネス構造の可視化と ERP への示唆 

ビジネスモデルキャンバスは、アレックス・オスターワルダーとイヴ・ピニュール

によって考案されたフレームワークで、企業のビジネスモデルを 9 つの主要な構成要

素に分解し、一枚のキャンバス上で視覚的に表現します。これにより、自社のビジネ



スがどのように価値を生み出し、顧客に届けているのかを俯瞰的に把握し、ERP がど

のブロックにどのように貢献すべきかを明確にすることができます。 

このキャンバスは、ERP 導入プロジェクトにおいて、ビジネスと IT の橋渡しをする

上で極めて有効なツールです。経営層から現場まで、すべての関係者がビジネスの全

体像を共有し、ERP がその中でどのような役割を果たすべきかを議論する共通の場を

提供します。9 つのブロックと ERP への示唆は以下の通りです。 

1. 顧客セグメント (Customer Segments)：誰に価値を提供するか。企業のターゲ

ット顧客層。 

o ERP は、顧客マスターデータの一元管理、顧客別販売実績、債権管理など

を通じて、顧客セグメントの理解を深める基盤となります。例えば、国内

アパレルメーカーが、若年層向けと富裕層向けという二つの顧客セグメン

トに異なるチャネルでアプローチしている場合、ERP の販売管理機能は、

各セグメントの購買動向を把握し、在庫配分やプロモーション戦略の最適

化に貢献します。 

o 詳細な活用例: 

▪ 顧客データの一元化: 異なるチャネル（実店舗、EC、卸売）からの顧

客データを ERP で統合することで、単一の顧客ビューを確立し、顧客

セグメントごとの購買行動、嗜好、収益貢献度を詳細に分析可能にし

ます。 

▪ パーソナライゼーション: ERP と CRM（顧客関係管理）を連携させ、

顧客の購買履歴や行動データに基づき、パーソナライズされた製品推

奨、プロモーション、サービス提供を支援します。 

▪ 新規顧客開拓: ERP の販売・マーケティング機能は、リード管理、キャ

ンペーン効果測定、営業パイプラインの可視化を通じて、新規顧客開

拓戦略を支援します。 

 

2. 提供価値 (Value Propositions)：顧客にどのような価値を提供するか。企業が

顧客の課題を解決し、ニーズを満たす独自の提供物。 

o 提供価値を実現するための活動（製品開発、生産、サービス提供など）を

ERP がどう支えるか。例えば、「高品質」「短納期」「カスタマイズ性」など

が提供価値であれば、ERP の生産管理モジュールが品質データ、生産リー

ドタイム、個別受注生産の管理機能を強化することで、これらの価値創造

を直接的に支援します。 

o 詳細な活用例: 

▪ 高品質: ERP の品質管理モジュールは、原材料から最終製品までの品質

データをリアルタイムで追跡し、品質異常の早期発見、原因究明、是



正措置を支援します。トレーサビリティ機能により、製品の信頼性を

高めます。 

▪ 短納期: ERP の生産計画（APS/MRP）機能は、需要予測に基づいた最

適な生産スケジューリング、資材調達計画を立案し、生産リードタイ

ムの短縮に貢献します。リアルタイムの在庫情報や生産進捗管理も、

納期遅延リスクの早期発見に役立ちます。 

▪ カスタマイズ性: 個別受注生産やコンフィギュレーター機能を持つ

ERP は、顧客の多様なニーズに応じた製品仕様、設計、原価を管理

し、カスタマイズ製品の効率的な生産とデリバリーを支援します。 

 

3. チャネル (Channels)：顧客にどのように価値を届けるか。販売、流通、コミ

ュニケーション経路。 

o 販売チャネル（EC サイト、実店舗、代理店など）との連携機能。ERP は、

各チャネルからの受注、在庫、売上データを統合し、オムニチャネル戦略

の実行を支援します。海外大手百貨店が、オンラインとオフラインの在庫

を統合し、顧客がどのチャネルでもシームレスに商品を購入できる「オム

ニチャネル」戦略を進める中で、ERP のリアルタイム在庫連携機能がその

基盤となりました。 

o 詳細な活用例: 

▪ オムニチャネル統合: EC サイト、実店舗 POS（販売時点情報管理）、モ

バイルアプリ、ソーシャルコマースなど、多様なチャネルからの受

注、在庫、顧客データを ERP で一元管理します。これにより、「クリ

ック＆コレクト」（オンライン注文・店舗受取）や「店舗からのオンラ

イン配送」など、顧客にとってシームレスな購買体験を提供します。 

▪ 流通最適化: ERP の倉庫管理（WMS）や輸送管理（TMS）機能との連

携により、製品の保管、ピッキング、梱包、配送プロセスを効率化し

ます。最適な配送ルートの選定や、配送状況のリアルタイム追跡によ

り、迅速かつコスト効率の良い製品配送を実現します。 

 

4. 顧客との関係 (Customer Relationships)：顧客とどのような関係を築くか。獲

得、維持、拡大のための関係性。 

o 顧客との関係性構築（顧客サポート、ロイヤリティプログラムなど）を

CRM や SFA（Sales Force Automation）と連携して支援。ERP は、請求・支

払履歴や購買履歴を通じて、顧客との長期的な関係構築に必要な情報を提

供します。 

o 詳細な活用例: 



▪ 統合された顧客ビュー: ERP に蓄積された財務データ（請求、支払い）

と、CRM の顧客エンゲージメントデータ（問い合わせ、サポート履

歴、商談情報）を統合することで、顧客に関する 360 度ビューを構築

します。これにより、営業、マーケティング、カスタマーサービス部

門が連携し、顧客体験を向上させます。 

▪ ロイヤリティプログラム管理: ERP の販売管理や会計機能と連携し、顧

客の購買金額や頻度に応じたポイント付与、割引適用、特典管理を自

動化します。 

▪ セルフサービスポータル: ERP に接続された顧客ポータルサイトを通じ

て、顧客自身が注文履歴の確認、請求書のダウンロード、サポートリ

クエストの送信などをできるようにすることで、顧客満足度を高める

とともに、企業側の対応負荷を軽減します。 

 

5. 収益の流れ (Revenue Streams)：どのように収益を得るか。製品販売、サービ

ス料金、サブスクリプションなど。 

o 製品販売、サービス料金、サブスクリプションなど、多様な収益モデルに

対応するための会計機能、請求管理機能が求められます。国内産業機械メ

ーカーが製品販売から PaaS（Product as a Service）モデルへの転換を図っ

た際、ERP に定期請求管理機能や、IoT データと連動した利用料計算機能を

追加し、新たな収益モデルを支えました。 

o 詳細な活用例: 

▪ 多様な収益モデルへの対応: サブスクリプションビジネス（SaaS 型サ

ービス、定期購入サービス）、利用量課金モデル、成果報酬型モデルな

ど、従来の買い切り型ではない新たな収益モデルに対応するため、

ERP の請求モジュールや会計機能が柔軟な設定を持つ必要がありま

す。IoT 機器からのデータと連携し、使用量に応じた自動課金を行うシ

ステムもその一例です。 

▪ 収益認識基準への対応: GAAP（一般に公正妥当と認められた会計原

則）や IFRS（国際財務報告基準）などの会計基準における複雑な収益

認識ルール（例：契約資産、契約負債の計上）に対応できる機能が求

められます。 

▪ 価格設定の最適化: ERP の販売データと市場データを分析し、需要と供

給、競合の価格戦略、顧客の支払能力などを考慮した最適な価格設定

を支援します。プロモーション活動の効果測定も行い、収益最大化を

目指します。 

 



6. 主要リソース (Key Resources)：価値創造に必要な資源（物理的、知的、人

的、財務的）。 

o 設備、原材料、製品、人材、資金などの管理。ERP はこれらのリソースを

一元的に管理し、最適化することで、効率的な価値創造を支援します。特

に、製造業においては、原材料や部品の在庫管理、生産設備の稼働状況管

理は、ERP の重要な役割です。 

o 詳細な活用例: 

▪ 物理的リソース: 生産設備、車両、倉庫などの資産情報を ERP に登録

し、減価償却、保守計画、稼働状況を管理します。IoT センサーと連携

することで、リアルタイムでの設備状態監視、予兆保全を実現し、資

産の有効活用とダウンタイム削減に貢献します。 

▪ 知的リソース: 開発中の特許情報、製品設計データ（PLM 連携）、製造

ノウハウなど、無形資産の管理を支援します。ERP はこれらの知的財

産が生み出す価値を財務的に評価し、経営層の意思決定を支援する場

合があります。 

▪ 人的リソース: ERP の HCM（Human Capital Management）モジュール

は、従業員のスキル、資格、経験、キャリア履歴を一元管理し、最適

な人材配置、後継者計画、スキル開発を支援します。労働時間、給

与、福利厚生管理も行い、人事プロセスの効率化を図ります。 

▪ 財務的リソース: 現金、預金、投資、負債などの財務情報を ERP の財

務会計モジュールで一元管理し、リアルタイムでのキャッシュフロ

ー、損益、貸借対照表を可視化します。これにより、健全な財務体質

を維持し、適切な投資判断を支援します。 

 

7. 主要活動 (Key Activities)：価値創造のために行う主要な活動。 

o 製品設計、生産、販売、マーケティング、サービス提供など。ERP はこれ

らの活動の効率化、標準化、自動化を支援します。例えば、生産計画の最

適化、品質管理、サプライヤーとの連携などが挙げられます。 

o 詳細な活用例: 

▪ 生産: ERP の MRP（資材所要量計画）や APS（高精度生産スケジュー

リング）機能により、需要予測に基づいた最適な生産計画を立案し、

資材の調達から製造、出荷までのリードタイムを短縮します。生産実

績のリアルタイム収集と分析により、生産プロセスのボトルネックを

特定し、継続的な改善を支援します。 

▪ 販売: 見積もり作成、受注処理、出荷指示、請求処理といった販売プ

ロセス全体を ERP で自動化・標準化します。これにより、営業担当者



はルーティンワークから解放され、顧客との関係構築や戦略的な営業

活動に集中できるようになります。 

▪ サービス: 顧客からの問い合わせやサービス依頼の受付、サービス員

の派遣、修理部品の手配、サービス履歴の管理といったアフターサー

ビスプロセスを ERP で一元管理します。これにより、迅速かつ質の高

いサービス提供を可能にし、顧客満足度を高めます。 

 

8. 主要パートナー (Key Partners)：ビジネスを支える外部パートナー（サプライ

ヤー、流通業者、共同開発パートナー、戦略的アライアンスなど）。 

o サプライヤー管理、外部委託先との連携、共同開発パートナーとの情報共

有など。ERP のサプライヤーポータル機能や、EDI（電子データ交換）連携

などが該当します。海外自動車メーカーは、多数の部品サプライヤーとの

連携を強化するため、ERP のサプライヤーポータルを構築し、発注、納期

確認、支払いを一元化しました。 

o 詳細な活用例: 

▪ サプライヤー連携: ERP の購買モジュールは、サプライヤーマスターの

一元管理、契約管理、発注・受入・検収プロセスの自動化を支援しま

す。サプライヤーポータルを通じて、発注書の送付、納期確認、請求

書受領などを電子化し、サプライヤーとの連携効率を高めます。 

▪ 共同開発: ERP のプロジェクト管理機能や、PLM との連携により、共

同開発パートナーとの情報共有、進捗管理、コスト配分などを効率的

に行います。 

▪ 流通パートナー: 卸売業者や小売業者との連携において、ERP は受注

情報、在庫情報、売上データをリアルタイムで共有し、流通チャネル

全体の効率と透明性を向上させます。 

 

9. コスト構造 (Cost Structure)：ビジネスに必要なコスト。価値を生み出すため

にかかる費用（固定費、変動費など）。 

o 変動費、固定費、原価管理、コストセンター管理など。ERP は、正確な原

価計算、予算管理、費用分析を通じて、コスト構造の最適化と収益性向上

に貢献します。 

o 詳細な活用例: 

▪ 正確な原価計算: ERP の生産管理・会計モジュールは、原材料費、労務

費、製造経費をリアルタイムで収集・集計し、製品別、工程別、ロッ

ト別の正確な原価計算を可能にします。これにより、利益率の低い製

品や非効率な工程を特定し、改善策を講じることができます。 



▪ 予算管理と実績分析: ERP は、部門別、プロジェクト別の予算策定、実

績データの収集、予算と実績の比較分析を支援します。これにより、

コスト超過の早期発見と是正を可能にし、経営資源の最適な配分を支

援します。 

▪ 費用削減: ERP 導入による業務プロセスの自動化、ペーパーレス化、

RPA 連携は、間接業務のコスト削減に直結します。また、サプライチ

ェーンの最適化や在庫削減も、物流コストや保管コストの削減に貢献

します。 

 

ビジネスモデルキャンバスを通じて、ERP が単なるバックオフィスシステムではな

く、企業のビジネスモデルそのものを強化し、変革を推進するための中心的な基盤と

なることを理解できます。この視点を持つことで、より戦略的な ERP 選定と導入が可

能になります。 

 

2.1.2.2 バリューチェーン分析による価値創造プロセスの深掘りと ERP への示唆 

バリューチェーン分析は、マイケル・ポーターが提唱したフレームワークで、企業

が顧客に価値を提供するまでの全ての活動を、「主活動」と「支援活動」に分解し、

それぞれの活動がどのように企業の競争優位に貢献しているかを分析するものです。

この分析により、どの活動が企業の強みや弱みであり、どこに ERP が最も効果的に

介入し、価値創造を最大化できるかを特定します。 

バリューチェーン分析は、ERP 導入において、単なる機能要件の羅列に終わらせ

ず、各業務プロセスが企業全体の価値創造にどのように貢献しているか、そして ERP

がその貢献度をいかに高めるかを戦略的に検討するための羅針盤となります。 

主活動 (Primary Activities)：製品やサービスを生産し、顧客に届けるための直接的な

活動。 

1. 購買物流（Inbound Logistics）: 原材料、部品、資材などの調達、受入、保管、

在庫管理。 

o 発注処理の自動化、サプライヤー管理、在庫のリアルタイム可視化、需要

予測に基づく最適在庫水準維持。 

o 事例 (国内電機メーカー): 半導体不足が深刻化する中、ERP の購買管理機

能とサプライヤー評価モジュールを強化。過去のサプライヤー評価データ

と調達実績を基に、AI が代替サプライヤーを提案し、最適な調達戦略を支

援。これにより、原材料の安定供給と調達コストの最適化を実現しました 

[2.1.2.1]。 

o 詳細な活用例: 

▪ 自動発注と最適在庫: ERP の MRP（資材所要量計画）機能は、生産計



画や販売計画に基づき、必要な資材の種類と量を自動的に計算し、発

注点を下回った場合に自動で発注書を生成します。これにより、欠品

による生産停止を防ぎつつ、過剰在庫を抑制し、保管コストを削減し

ます。 

▪ サプライヤー選定と評価: ERP にサプライヤーマスターを登録し、価

格、品質、納期遵守率、環境・社会貢献度などの基準でサプライヤー

を評価・管理します。これにより、最適なサプライヤー選定と継続的

なパフォーマンス改善を促し、調達リスクを低減します。 

▪ 受入・検収プロセス: 受入品の品質検査情報や、数量・品目の一致を

ERP 上で管理し、検収プロセスを自動化します。これにより、ミスの

削減と処理時間の短縮を実現します。 

▪ 入出荷計画の最適化: 倉庫管理システム（WMS）と ERP を連携させ、

入庫・出庫計画を最適化します。これにより、倉庫内のスペース効率

を最大化し、ピッキングや積み込み作業の効率を向上させます。 

 

2. 製造・オペレーション（Operations）: 原材料を製品に加工する活動。生産計

画、製造プロセス、品質管理、設備管理。 

o 生産計画、工程管理、品質管理、設備管理、原価計算。MES（製造実行シ

ステム）との連携により、リアルタイムでの生産進捗管理や不良品発生原

因分析を可能にします。 

o 事例 (海外自動車部品メーカー): 大規模な生産ラインを持つ同社は、ERP

の生産計画機能を活用し、部品の需要変動に合わせた柔軟な生産スケジュ

ーリングを実現。さらに、生産実績データを ERP にリアルタイムでフィ

ードバックすることで、ラインの稼働率を最大化し、製造コストを低減し

ました。これにより、グローバルな競争力を維持しています [2.1.2.1]。 

o 詳細な活用例: 

▪ 生産計画の最適化: ERP の APS（高精度生産スケジューリング）機能

は、生産能力、資材の可用性、顧客納期、コストなどの制約条件を考

慮し、最適な生産計画を自動的に立案します。これにより、生産ライ

ンのボトルネックを解消し、リードタイムを短縮します。 

▪ 製造実行管理（MES 連携）: ERP と MES を連携させることで、生産

指示のリアルタイム配信、製造進捗のリアルタイム把握、設備稼働状

況の監視、作業者からの実績入力などを実現します。これにより、生

産現場の「見える化」を促進し、問題発生時の迅速な対応を可能にし

ます。 

▪ 品質管理の強化: 生産工程における品質検査データの収集、不良発生



時の原因追跡、是正措置の管理を ERP で行います。ロット管理やシ

リアルナンバー管理により、製品のトレーサビリティを確保し、品質

問題発生時の影響範囲を限定します。 

▪ 原価計算の精度向上: 製造工程における原材料消費量、作業時間、設

備稼働時間などの実績データを ERP で収集し、製品別、工程別の正

確な原価計算を行います。これにより、利益率の低い製品や非効率な

工程を特定し、改善活動を推進します。 

▪ 設備保全管理: ERP の設備管理モジュールは、設備の点検計画、保全

履歴、部品在庫などを管理します。IoT センサーと連携することで、

設備異常の予兆を検知し、予防保全を行うことで、ダウンタイムを最

小限に抑え、生産性を維持します。 

 

3. 出荷物流（Outbound Logistics）: 製品の保管、顧客への配送、物流管理。 

o 出荷計画、倉庫管理（WMS との連携）、輸送管理、配送状況の追跡。 

o 事例 (国内飲料メーカー): 全国に分散する物流拠点の在庫と配送状況を

ERP で一元管理。これにより、需要地に近い倉庫からの自動出荷指示や、

配送ルートの最適化を可能にし、物流コストを大幅に削減。さらに、新鮮

な商品を迅速に顧客に届ける体制を強化しました [2.1.2.1]。 

o 詳細な活用例: 

▪ 倉庫管理（WMS 連携）: ERP と WMS（倉庫管理システム）を連携さ

せ、在庫の入庫、保管場所、ピッキング、出荷を最適化します。これ

により、倉庫内の作業効率を最大化し、誤出荷を削減します。 

▪ 輸送管理（TMS 連携）: ERP と TMS（輸送管理システム）を連携さ

せ、最適な輸送手段の選択、ルートの最適化、積載率の向上を図りま

す。これにより、物流コストを削減し、配送リードタイムを短縮しま

す。リアルタイムでの配送状況追跡も可能にし、顧客への情報提供も

強化します。 

▪ 配送計画の自動化: 顧客からの受注情報に基づき、ERP が自動的に配

送計画を立案し、効率的な出荷指示を生成します。これにより、手作

業による計画作成の負荷を軽減し、ミスの削減を図ります。 

▪ 返品管理: 顧客からの返品プロセスを ERP で管理し、返品理由の分

析、返金処理、在庫への再入庫などを効率的に行います。これにより、

顧客満足度を維持しつつ、返品による損失を最小限に抑えます。 

 

4. 販売・マーケティング（Marketing & Sales）: 製品の販売促進、営業活動、顧

客管理。 



o 顧客管理（CRM との連携）、受注管理、価格設定、プロモーション管理、

売上分析。 

o 事例 (海外スポーツ用品メーカー): 新製品の投入に際し、ERP の販売管理

機能と CRM を連携させ、過去の購買履歴や顧客属性に基づいたターゲッ

トマーケティングを展開。これにより、新製品の初期需要を正確に予測し、

最適な生産・在庫計画を立案。売上を最大化しました [2.1.2.1]。 

o 詳細な活用例: 

▪ 受注から出荷・請求までの一貫管理: 顧客からの受注情報を ERP に登

録し、出荷指示、納品、請求書発行までの一連のプロセスを自動化・

連携させます。これにより、受注処理のリードタイムを短縮し、顧客

への迅速な対応を可能にします。 

▪ 価格・割引管理: 顧客別、製品別、数量別の価格設定ルール、割引・

キャンペーンの適用を ERP で管理します。これにより、複雑な価格

戦略を正確に実行し、売上と利益の最大化を図ります。 

▪ 売上・利益分析: 販売実績データを ERP から抽出し、製品別、顧客別、

地域別、チャネル別の売上・利益分析を行います。これにより、収益

性の高い製品や顧客セグメントを特定し、戦略的な意思決定を支援し

ます。 

▪ CRM との連携: ERP の販売・会計データと CRM の顧客エンゲージメ

ントデータ（営業履歴、サポート履歴など）を連携させることで、顧

客に関する包括的な情報を営業・マーケティング部門に提供し、より

効果的な顧客アプローチを可能にします。 

 

5. サービス（Service）: 顧客へのアフターサービス、保守、修理、技術サポー

ト。 

o サービス履歴管理、部品交換管理、顧客からの問い合わせ管理、サービス

契約管理。IoT との連携により、予兆保全や予防保守を可能にします。 

o 事例 (国内産業機器メーカー): 納品後の産業機器の稼働データを IoT で収

集し、ERP のサービスモジュールに連携。異常発生前に部品交換時期を予

測し、顧客に proactive（先回りした）なメンテナンスを提案。これにより、

顧客の機器ダウンタイムを削減し、サービス収益を向上させました。 

o 詳細な活用例: 

▪ サービスプロセス管理: 顧客からのサービス依頼（修理、メンテナン

ス、問い合わせ）の受付から、サービス員の派遣、部品手配、作業完

了報告、請求までの一連のプロセスを ERP で管理します。これによ

り、サービス対応の迅速化と効率化を図ります。 



▪ 予兆保全と予防保守: IoT センサーから収集される機器の稼働状況や

異常データを ERP に連携させ、AI が故障の予兆を検知した場合に、

自動的にサービスオーダーを生成します。これにより、機器のダウン

タイムを最小限に抑え、顧客の生産性向上に貢献します。 

▪ サービス部品管理: サービスに必要な部品の在庫状況、補充計画を

ERP で管理します。これにより、サービス員の現場での部品不足を防

ぎ、迅速な修理対応を可能にします。 

▪ サービス契約管理: 顧客とのサービス契約内容（期間、料金体系、サ

ービスレベル）を ERP で管理し、自動請求、契約更新管理、収益認識

を行います。 

 

支援活動 (Support Activities)：主活動を支援し、全体的な価値創造を可能にする活動。 

1. 調達（Procurement）: 企業活動に必要なあらゆる資源（原材料だけでなく、

設備、サービスなど）の購入。 

o 購買先の選定、契約管理、電子調達（e-Procurement）、サプライヤーとの

協業ポータル。 

o 事例 (国内自動車メーカー): サプライヤーとの EDI（電子データ交換）連

携を ERP に統合し、部品の発注から納品、検収、支払いまでの一連の調達

プロセスを自動化。これにより、調達業務の効率化と透明性を大幅に向上

させ、サプライヤーとの連携を強化しました。 

o 詳細な活用例: 

▪ 戦略的ソーシング: ERP に蓄積されたサプライヤーのパフォーマンス

データや過去の取引履歴を分析し、最適なサプライヤー選定や交渉戦

略の立案を支援します。 

▪ 電子調達（e-Procurement）: サプライヤーとの間で発注書、請求書、

納期情報などを電子的に交換するシステムを ERP に統合します。こ

れにより、ペーパーレス化、処理の迅速化、ミスの削減を実現します。 

▪ 契約ライフサイクル管理: サプライヤーとの契約内容（価格、数量、

納期、品質保証など）を ERP で管理し、契約遵守状況のモニタリン

グ、更新管理を支援します。 

 

2. 技術開発（Technology Development）: 製品開発、プロセス改善、R&D 活動。 

o 製品ライフサイクル管理（PLM）システムとの連携による設計情報、BOM

（部品表）管理、プロジェクト管理、研究開発費の管理。 

o 事例 (海外航空宇宙部品メーカー): 新素材開発のプロジェクト管理に

ERP のプロジェクト会計モジュールを導入。研究開発費のリアルタイムな



把握と、各プロジェクトの進捗に応じた予算配分を最適化。これにより、

開発効率を向上させ、市場投入までの期間を短縮しました [2.1.2.1]。 

o 詳細な活用例: 

▪ 製品マスターと BOM 管理: 製品の設計情報、構成部品、製造工程を

ERP の製品マスターおよび BOM（部品表）で一元管理します。PLM

システムとの連携により、設計変更情報が ERP の生産計画や調達計

画にリアルタイムで反映され、開発から量産へのスムーズな移行を支

援します。 

▪ プロジェクト会計: 新製品開発や研究開発プロジェクトにおけるコ

スト、予算、進捗を ERP のプロジェクト会計モジュールで管理しま

す。これにより、プロジェクトごとの収益性を評価し、最適な資源配

分を支援します。 

▪ 知的財産管理: 特許、商標などの知的財産情報を ERP に登録し、その

資産価値を評価。ライセンス収益の管理なども行います。 

 

3. 人事管理（Human Resource Management）: 採用、教育、評価、報酬管理。 

o 人材情報の一元管理、給与計算、勤怠管理、人材育成プログラムの管理、

タレントマネジメント。 

o 事例 (国内電機メーカー): グローバルでの人材配置と育成を強化するた

め、クラウド HCM（Human Capital Management）機能を備えた ERP を導

入。各国の従業員情報を統合管理し、最適な人材配置とスキル開発を戦略

的に推進。これにより、グローバル市場での競争力を強化しました 

[2.1.2.1]。 

o 詳細な活用例: 

▪ タレントマネジメント: 従業員のスキル、経験、資格、評価履歴を一

元管理し、最適な人材配置、キャリアパスの提示、後継者計画を支援

します。従業員のエンゲージメント向上と定着率改善に貢献します。 

▪ 勤怠・給与管理: 複雑な労働時間ルールや各国の給与体系に対応し、

正確な勤怠管理と給与計算を自動化します。これにより、人事部門の

業務負担を軽減し、コンプライアンスを確保します。 

▪ 採用・研修管理: 採用プロセス（応募者管理、面接スケジュール）や

研修プログラムの管理を ERP で行い、人材獲得から育成までを一貫

して支援します。 

 

4. 全般管理（Firm Infrastructure）: 経営企画、財務、法務、IT インフラ、総務な

ど、企業全体の運営を支える活動。 



o 財務会計、管理会計、予算管理、経営分析、内部統制、IT インフラ管理。

ERP の中核となる機能であり、企業全体のガバナンスと意思決定を支えま

す。 

o 事例 (海外製薬会社): 各国の複雑な会計基準や税制に対応するため、ERP

の財務会計モジュールをグローバルで統一。これにより、グループ全体の

財務状況をリアルタイムで把握し、正確な経営判断を支援。また、内部統

制を強化し、コンプライアンスリスクを低減しました [2.1.2.1]。 

o 詳細な活用例: 

▪ 財務会計・管理会計: ERP の GL（総勘定元帳）を中心に、AP（買掛

金）、AR（売掛金）、FA（固定資産）などの各モジュールと連携し、財

務諸表の作成、予算管理、コストセンター・利益センター分析を行い

ます。リアルタイムでの財務データ可視化は、迅速な経営意思決定を

可能にします。 

▪ 内部統制と監査: 権限分離、承認ワークフロー、監査ログなど、ERP

の内部統制機能は、業務プロセスの透明性を高め、不正リスクを低減

します。外部監査への対応も効率化します。 

▪ 経営分析・ビジネスインテリジェンス（BI）: ERP に蓄積された膨大

なデータを活用し、BI ツールと連携することで、経営ダッシュボード

の構築、多角的な分析、予測モデルの作成などを行い、データドリブ

ンな経営を強力に推進します。 

 

バリューチェーン分析は、企業活動における ERP の具体的な貢献領域を特定し、

投資の優先順位付けを行う上で非常に強力なフレームワークです。各活動において

ERP がどのような価値を生み出すかを明確にすることで、プロジェクトの意義を関

係者全員で共有し、推進力を高めることができます。 

 

2.1.3 経営課題と目指すべき姿の明確化 

PESTLE、SWOT、ビジネスモデルキャンバス、バリューチェーン分析といった一連

の分析を通じて、企業の現状と未来の展望がより明確になります。この段階で、具体的

に ERP が解決すべき「経営課題」と、ERP 導入によって到達したい「目指すべき姿（To-

Be）」を明確に定義することが極めて重要です。これは、ERP 導入プロジェクトの揺る

ぎない羅針盤となります。 

経営課題とは、単に「システムが古い」といった IT 部門視点の課題ではなく、「市場

の変化に追随できない」「グローバルでの競争力が低い」「意思決定のスピードが遅い」

「収益性が低い」といった、経営層が直面している根本的なビジネス課題を指します。

これらの課題に対し、ERP がどのように貢献できるのかを具体的に言語化します。 



 

2.1.3.1 経営課題の特定と優先順位付け 

経営課題は、多岐にわたる可能性がありますが、ERP 導入プロジェクトにおいて

全てを一度に解決しようとすると、プロジェクトが膨大化し、失敗のリスクが高まり

ます。そのため、最も戦略的なインパクトが大きい課題、緊急性の高い課題、または

ERP で解決することが最も効果的な課題に絞り込み、優先順位を付けることが不可

欠です。 

経営課題を特定する際には、以下の視点から問いかけ、深く掘り下げることが有効で

す。 

• 売上・収益性: 

o 新規顧客獲得が伸び悩んでいるのはなぜか？（営業プロセスの非効率性、

顧客情報の不足） 

o 既存顧客からのリピートが少ないのはなぜか？（サービス品質、顧客体験

の課題） 

o 製品やサービスの利益率が低いのはなぜか？（原価管理の不備、生産性低

下、在庫過多、販売チャネルの非効率性） 

o 為替変動や原材料高騰の影響を吸収できないのはなぜか？（リアルタイム

な財務情報不足、リスク予測能力の欠如、ヘッジ戦略の不備） 

o 新製品の市場投入が遅れているのはなぜか？（開発リードタイムの長さ、

市場ニーズの把握不足） 

• コスト・効率性: 

o 特定の業務プロセスに時間がかかりすぎているのはなぜか？（手作業の多

さ、部門間の連携不足、承認プロセスの複雑化） 

o 在庫が常に過剰、あるいは不足しているのはなぜか？（需要予測の不正確

さ、サプライチェーンの分断、リードタイムの長さ） 

o 製造現場の生産性が低いのはなぜか？（設備稼働率の低さ、不良率の高さ、

計画の非効率性、熟練工不足） 

o 固定費が高いのはなぜか？（間接部門の業務非効率、システム運用コスト

の肥大化、不要な設備） 

o 残業時間が慢性的に多いのはなぜか？（業務量過多、業務配分の不均衡、

自動化不足） 

• 顧客・市場: 

o 顧客のニーズ変化に迅速に対応できないのはなぜか？（市場情報の収集不

足、開発リードタイムの長さ、顧客からのフィードバック活用不足） 

o 競合他社と比較して、サービス提供スピードが遅いのはなぜか？（情報共

有の遅れ、意思決定の遅さ、サービスプロセスの非効率性） 



o 新しい市場への参入が難しいのはなぜか？（既存システムの制約、グロー

バル展開対応力の不足、現地情報把握の遅れ） 

o 顧客からのクレームが多い、あるいは対応が遅いのはなぜか？（品質問題、

情報連携不足、サポート体制の不備） 

• 組織・人材: 

o 従業員のモチベーションが低いのはなぜか？（評価制度の不透明さ、キャ

リアパスの不明確さ、ルーティンワークの多さ） 

o 特定の業務が属人化しており、後任育成が進まないのはなぜか？（ノウハ

ウの形式知化不足、標準化の遅れ） 

o IT 部門が戦略的な業務に集中できないのはなぜか？（レガシーシステムの

運用保守に追われている） 

o 部門間の連携がうまくいかず、衝突が多いのはなぜか？（共通目標の欠如、

情報共有の不足） 

o データに基づいた意思決定が浸透しないのはなぜか？（データの正確性・

リアルタイム性不足、分析ツールの不足、データリテラシーの欠如） 

• リスク・コンプライアンス: 

o 情報セキュリティリスクが高いのはなぜか？（古いシステム、対策の不備、

従業員の意識不足） 

o 法規制変更への対応が遅れるリスクがあるのはなぜか？（手作業での対応、

情報収集の遅れ） 

o サプライチェーンの途絶リスクが高いのはなぜか？（特定のサプライヤー

への過度な依存、代替策の欠如） 

o 内部統制が不十分な点はどこか？（承認プロセス、監査ログの不備） 

 

これらの問いに対する答えを深掘りし、各課題の根本原因を特定します。その後、

経営層や各部門の責任者が集まり、これらの課題に優先順位を付けます。優先順位付

けの際には、「ビジネスへの影響度」「解決の緊急度」「ERP での解決可能性」「解決に

かかるコストと期間」などの多角的な視点から評価することが重要です。 

国内建材メーカーの事例では、売上は堅調なものの、製品の種類が多すぎることで

生産計画が複雑化し、在庫管理が非効率になっていることが大きな経営課題でした。

特に、特定の製品群で過剰在庫が発生し、キャッシュフローを圧迫している状況でし

た。彼らはこの課題に対し、「在庫最適化によるキャッシュフロー改善」を最優先の

経営課題と位置づけ、ERP の生産管理・在庫管理モジュールを核としたシステム刷

新に着手しました。これにより、ERP の導入目的が明確になり、プロジェクトの焦点

が定まったと報告されています。 

優先順位付けされた経営課題は、ERP 導入プロジェクトの具体的な目標へと直結



し、その後の要件定義やシステム設計の基礎となります。 

 

2.1.3.2 目指すべき姿（To-Be）の具体化：KGI/KPI 設定とビジネス価値の言語化 

経営課題が明確になったら、次に ERP 導入によって到達したい「目指すべき姿（To-

Be）」を具体的に定義します。この「目指すべき姿」は、単なる理想論ではなく、具

体的な数値目標（KGI/KPI）と、それが企業にもたらすビジネス価値を言語化するこ

とで、プロジェクトの成功基準を明確にし、関係者全員が共有できるビジョンとしま

す。 

KGI (Key Goal Indicator：重要目標達成指標)：最終的に達成したい経営目標。 KPI 

(Key Performance Indicator：重要業績評価指標)：KGI 達成に向けたプロセスの進捗を

測る中間指標。目指すべき姿を具体化する際のポイントは以下の通りです。 

 

1. 経営課題との連動: 特定された経営課題を解決した結果、どのような状態に

なるのかを描きます。例えば、「在庫最適化」が課題であれば、「適正在庫水

準を維持し、欠品なく受注に対応できる状態」が目指すべき姿となります。 

 

2. 定量的目標（KGI/KPI）の設定: 

o 財務関連: 売上成長率、粗利率、営業利益率、キャッシュフロー改善額、

運転資本回転率、在庫日数、コスト削減額（例：年間○億円の削減）。 

o 顧客関連: 顧客満足度、顧客維持率、新規顧客獲得数、顧客クレーム対応

時間。 

o 業務効率関連: 生産リードタイム、調達リードタイム、受注処理時間、会

計締め処理時間、レポート作成時間、設備稼働率、不良品率。 

o 組織・人材関連: 従業員エンゲージメント、離職率、人材育成コスト、業

務プロセス標準化率。 

o リスク・コンプライアンス関連: 監査指摘件数削減、情報セキュリティ事

故件数。 

 

これらの指標を、現状（As-Is）の数値と目標（To-Be）の数値で比較可能な形で設

定し、達成時期も明確にします。例えば、「生産リードタイムを現状の 20 日から 10

日に半減する（2 年後）」といった具体的な目標設定です。 

 

3. 定性的目標の言語化: 定量化が難しいが重要な側面も言語化します。 

o 「データに基づいた迅速な意思決定が可能な経営体制の確立」 

o 「グローバル市場での競争優位を確立できる柔軟な事業基盤の構築」 

o 「従業員が創造的な業務に集中できる効率的な業務環境の実現」 



o 「強固な内部統制とコンプライアンス体制の確立」 

o 「サプライチェーン全体における強靭性の向上とリスク低減」 

 

4. 関係者間の合意形成: 経営層、IT 部門、各事業部門の責任者が一同に会し、

これらの KGI/KPI と目指すべき姿について徹底的に議論し、全員が納得しコ

ミットするまで調整を行います。この合意形成のプロセスは、プロジェクト

の推進力を確保する上で極めて重要です。 

 

国内自動車メーカーの事例では、彼らは「グローバルでの生産・販売状況のリアル

タイム可視化」を経営課題として特定し、その目指すべき姿として「ERP 導入後 3 年

で、グローバル全体の月次決算を 5 営業日短縮し、サプライチェーン全体の在庫を

20%削減する」という具体的な KGI を設定しました。さらに、「各国拠点での非効率

な手作業を排除し、従業員がより付加価値の高い業務に集中できる環境を構築する」

という定性目標も掲げました。これらの明確な目標は、プロジェクト全体に強い方向

性を与え、各部門が自らの役割を理解し、協働する強力な動機付けとなったとされて

います。 

目指すべき姿の明確化と KGI/KPI の設定は、ERP 導入プロジェクトが単なる IT プ

ロジェクトではなく、企業のビジネス変革プロジェクトであることを示すものです。

これにより、投資の妥当性を経営層に示し、プロジェクトの成功を客観的に評価する

基準となります。 

 

2.1.3.3 ビジネス価値の言語化とストーリーテリング 

KGI/KPI の設定は重要ですが、それだけでは経営層や現場の従業員がプロジェクト

に「自分ごと」として関わる動機付けには不十分な場合があります。そこで、ERP 導

入が企業にもたらす「ビジネス価値」を、具体的な言葉で、説得力のある「ストーリ

ー」として語ることが重要になります。 

ビジネス価値とは、ERP 導入によって得られる金銭的・非金銭的なメリットの総

称です。単なるコスト削減に留まらず、売上拡大、市場シェア獲得、顧客満足度向上、

従業員エンゲージメント向上、新規事業創出、サプライチェーン強靭化など、多岐に

わたります。 

ストーリーテリングのポイントは以下の通りです。 

 

1. 現状のペインポイント（痛み）を明確にする: 現在、何が問題で、誰が困って

いるのかを具体的に示します。例えば、「毎月の決算業務に膨大な時間がかか

り、経営層がタイムリーな経営判断ができない」「在庫の正確な状況がわから

ず、機会損失や廃棄ロスが発生している」といった、現場のリアルな課題を



描写します。 

 

2. ERP がもたらす「未来の姿」を描く: そのペインポイントが ERP によってど

のように解決され、どのような理想的な状態が実現するのかを具体的に、感

情に訴えかける形で描写します。 

o 「ERP 導入後は、ボタン一つでリアルタイムの経営データがダッシュボー

ドに表示され、経営層は市場の変化に即座に対応し、競合他社に先んじて

戦略を打ち出せるようになる。」 

o 「在庫管理が最適化されれば、必要な時に必要なものが手に入り、生産ラ

インは止まらない。同時に、過剰在庫による無駄もなくなり、キャッシュ

フローが改善され、新たな投資に回せる資金が生まれる。」 

 

3. 受益者を特定し、それぞれのメリットを示す: 経営層、事業部長、現場の担当

者、IT 部門、さらには顧客やサプライヤーといった、各ステークホルダーに

とってどのようなメリットがあるのかを明確にします。 

o 経営層: 迅速な意思決定、リスク低減、企業価値向上。 

o 事業部門長: 部門業績のリアルタイム把握、戦略実行の加速。 

o 現場担当者: 定型業務からの解放、創造的な仕事への集中、残業時間の削

減、働きがい向上。 

o IT 部門: レガシーシステム保守からの脱却、戦略的 IT 投資へのシフト。 

o 顧客: 短納期、高品質、パーソナライズされたサービス。 

o サプライヤー: 安定した発注、迅速な支払い、より強固なパートナーシッ

プ。 

 

4. 具体的な数値目標と結びつける: ストーリーの説得力を高めるために、前述

の KGI/KPI を織り交ぜます。例えば、「この改善により、月次決算は 5 営業日

短縮され、年間で約 5,000 時間の工数削減が見込まれます」といった具合で

す。 

 

国内医薬品メーカーの事例では、長年の M&A によって異なるシステムが乱立し、

監査対応や規制遵守に膨大な手間とコストがかかることが経営課題でした。彼らは、

ERP 導入のビジネス価値を「患者さんの命を守る信頼性の向上」という壮大なスト

ーリーとして語りました。具体的には、「ERP によって製造から流通までのトレーサ

ビリティが強化されれば、万が一の品質問題発生時にも、迅速に原因究明と回収が可

能となり、患者さんの安全を最大限に守ることができる。これは単なる効率化を超え、

私たちの企業理念そのものを具現化するものだ」と説明しました。このストーリーは、



経営層だけでなく、品質管理部門、製造現場、営業部門の従業員にまで深く浸透し、

プロジェクトに対する強いモチベーションとコミットメントを生み出したと報告さ

れています。 

ビジネス価値の言語化とストーリーテリングは、ERP 導入プロジェクトを単なる

「タスク」ではなく、企業全体が向かうべき「旅」として位置づけ、全員のベクトル

を合わせる上で不可欠な要素です。 

 

2.2 IT 戦略の立案と基幹システムビジョン設定 

前章で詳細に分析したビジネス戦略と経営課題を踏まえ、いよいよ IT 戦略の立案に進

みます。IT 戦略は、ビジネス戦略を実現するための情報システムのあるべき姿と、その実

現に向けた具体的なロードマップを定めるものです。特に、企業の根幹を支える ERP は、

この IT 戦略の中核をなす存在であり、その導入や刷新は、単なるシステム更新に留まら

ず、企業の未来を形作る重要な経営判断となります。 

このセクションでは、IT ガバナンスの視点から ERP 投資を最適化する方法、将来を見据

えた IT ロードマップの策定、そして企業の成長を支えるビジョナリーな ERP アーキテク

チャの検討について深掘りします。 

 

2.2.1 IT ガバナンスと ERP 投資の最適化 

ERP は企業の基幹業務を一元管理するため、その導入・刷新は莫大な投資を伴いま

す。この投資を単なるコストと捉えるのではなく、企業価値向上に資する戦略的投資と

位置づけるためには、強固な IT ガバナンスが不可欠です。IT ガバナンスとは、企業目

標を達成するために、IT を適切に管理・統制し、企業価値を最大化するための組織的な

仕組みを指します。ERP 投資の最適化は、この IT ガバナンスの中核をなす要素と言え

るでしょう。 

  

2.2.1.1 IT ガバナンスのフレームワークと ERP への適用 

効果的な IT ガバナンスを確立するためには、COBIT（Control Objectives for 

Information and Related Technologies）や ITIL（Information Technology Infrastructure 

Library）といった国際的なフレームワークが参考になります。これらのフレームワー

クは、IT 戦略の策定から実行、監視、評価に至るまでの一連のプロセスを体系化し、

IT がビジネス目標に貢献するための実践的なガイダンスを提供します。ERP 投資に

IT ガバナンスを適用する上で特に重要な要素は以下の通りです。 

• 戦略的な整合性（Strategic Alignment）: ERP 投資が企業のビジネス戦略、特

に経営課題と目指すべき姿に明確に貢献することを確認します。ERP が単な

る業務効率化ツールではなく、競争優位を確立し、新たなビジネス機会を創

出する戦略的な基盤として位置づけられているかを常に検証します。 



o 具体的な実践: ERP 導入の**目的と目標（KGI/KPI）**を明確に定義し、経

営層が承認する。定期的にその進捗を評価し、ビジネス環境の変化に応じ

て計画を柔軟に調整する。例えば、グローバル展開を目指す製造業であれ

ば、海外拠点とのデータ連携、多通貨・多言語対応が必須要件となり、そ

の投資がグローバル市場での競争力強化という戦略目標に直結している

ことを明確にする。 

 

• 価値提供（Value Delivery）: ERP 投資から期待されるビジネス価値（コスト削

減、売上向上、リスク低減など）が実際に実現されるように管理します。投

資対効果（ROI）を算出し、導入後の効果測定を継続的に実施することで、ERP

が企業に真の価値をもたらしているかを評価します。 

o 具体的な実践: ERP 導入によるコスト削減目標（例：間接費 10%削減、在庫

日数 30%削減）や売上向上目標（例：新チャネル売上 20%増）を具体的に

設定し、導入後に実績データを収集・分析して目標達成度を評価する。小

売業における ERP 導入で、オンラインと実店舗の在庫情報統合により、

欠品による機会損失がどれだけ減少し、顧客満足度がどれだけ向上したか

を数値で示す。 

 

• リスク管理（Risk Management）: ERP 導入・運用に伴うリスク（データ移行失

敗、システム障害、セキュリティ侵害、ベンダー依存など）を特定し、評価

し、適切な対策を講じます。特に、サイバーセキュリティ対策やデータプラ

イバシー規制（GDPR、CCPA など）への対応は、企業の信頼性に関わるため、

厳格な管理が求められます。 

o 具体的な実践: ERP 導入プロジェクトにおけるリスクアセスメントを定期

的に実施し、リスクの優先順位付けと対応策を明確にする。例えば、金融

機関における ERP 刷新では、個人情報保護法や金融庁の監督指針に厳格

に準拠するため、データ暗号化、アクセス権限管理、監査ログの取得に関

する要件をシステム設計に組み込み、第三者機関によるセキュリティ監査

を必須とする。 

 

• リソース最適化（Resource Optimization）: ERP 導入に関わる IT リソース（人

材、予算、インフラ）を効率的かつ効果的に配分・活用します。不要なシス

テムの統合、クラウドサービスの活用、IT 人材のスキルアップなどを通じて、

IT 投資全体の最適化を図ります。 

o 具体的な実践: クラウド ERP の採用により、自社でのサーバー管理やパッ

チ適用などの運用負荷を軽減し、IT 部門がより戦略的な業務に集中できる



ようにする。複数の既存システムを ERP に統合することで、システム間

のデータ連携の複雑性を解消し、運用コストを削減する。 

 

• パフォーマンス測定（Performance Measurement）: ERP のパフォーマンス（シ

ステム応答時間、バッチ処理時間、稼働率など）を継続的に監視・測定し、

設定された SLA（Service Level Agreement）に基づき評価します。これにより、

システムの安定稼働と効率的な運用を確保します。 

o 具体的な実践: ERP 導入後も、システム稼働状況をリアルタイムで監視し、

パフォーマンス低下の兆候を早期に検知して対応する。例えば、製造業の

ERP であれば、月末の原価計算処理の速度や、生産計画更新時の応答時間

など、業務に直結するパフォーマンス指標を設定し、定期的にレビューす

る。 

 

これらの要素を IT ガバナンスとして確立することで、ERP 投資は「なぜ」「何を」

「どのように」行い、「どのような価値を創出するのか」が明確になり、その過程と

結果が透明化されます。これにより、経営層は IT 投資に対する説明責任を果たし、

ステークホルダーからの信頼を得ることが可能になります。 

 

2.2.1.2 投資対効果（ROI）評価と費用対効果の最大化 

ERP 導入は、多額の初期投資と長期的な運用コストを伴うため、その**投資対効果

（ROI: Return on Investment）**を適切に評価し、費用対効果を最大化するアプロー

チが不可欠です。ROI 評価は、単に金銭的なリターンを算出するだけでなく、ERP が

もたらす無形資産や戦略的価値も考慮に入れる必要があります。 

ROI 評価のステップ: 

1. ERP 導入の総コスト（TCO: Total Cost of Ownership）の算出: 

o 直接コスト: 

▪ ソフトウェアライセンス費用: ERP パッケージの購入費用、またはク

ラウド ERP のサブスクリプション費用。 

▪ ハードウェア費用: サーバー、ネットワーク機器、クライアント PC な

ど（クラウドの場合は削減される）。 

▪ 導入サービス費用: コンサルティング費用、インテグレーション費用、

カスタマイズ費用、データ移行費用、テスト費用、トレーニング費用。 

▪ 運用・保守費用: 年間保守料、システム管理費用、パッチ適用、バー

ジョンアップ費用。 

o 間接コスト: 

▪ ダウンタイムによる機会損失: システム停止や移行期間中の業務停



止による売上損失。 

▪ 従業員の学習曲線: 新システムへの適応期間中の生産性低下。 

▪ データ品質改善コスト: データクレンジング、マスターデータ整備に

かかる費用。 

 

2. ERP 導入による期待効果（ベネフィット）の特定と定量化: 

o コスト削減効果: 

▪ 業務効率化による人件費削減: 手作業の自動化、承認プロセスの効率化

など。 

▪ 在庫最適化によるコスト削減: 過剰在庫の削減、保管費用、廃棄ロスの

削減。 

▪ 調達コスト削減: サプライヤー管理強化、ボリュームディスカウント、

電子調達による効率化。 

▪ IT 運用コスト削減: レガシーシステム統合による保守費用削減、クラウ

ド移行によるインフラ費用削減。 

▪ 品質改善によるコスト削減: 不良品率低下、返品・クレーム対応費用削

減。 

o 売上・収益向上効果: 

▪ 機会損失の削減: 欠品解消、納期遵守率向上。 

▪ 新製品・サービス開発の加速: PLM 連携による開発リードタイム短縮。 

▪ 顧客満足度向上: サービス品質向上、パーソナライズされた顧客対応。 

▪ 市場拡大: グローバル展開支援、新規チャネル開拓。 

o リスク低減効果: 

▪ コンプライアンス強化: 法規制対応、内部統制強化による罰金・訴訟

リスク低減。 

▪ セキュリティ強化: 情報漏洩、サイバー攻撃リスク低減。 

▪ 事業継続性向上: サプライチェーン強靭化、災害対策。 

o 無形資産・戦略的価値: 

▪ 意思決定の迅速化・精度向上: リアルタイムデータに基づく経営判断。 

▪ 従業員エンゲージメント向上: 定型業務からの解放、創造的業務への

集中。 

▪ 企業ブランド・レピュテーション向上: 透明性、コンプライアンス強

化。 

▪ データドリブン経営の実現: データの有効活用による競争優位確立。 

 

3. ROI の算出:  



o ROI 算出は、単年度だけでなく、3 年、5 年といった長期的な視点で行う

ことが重要です。特に ERP は、導入初期のコストが大きいため、長期的な

視点での評価が不可欠です。 

 

費用対効果を最大化するためのアプローチ: 

• スコープの最適化: 最初から全ての業務領域を ERP で置き換えようとせず、最

も経営課題の解決に貢献する「コア領域」に絞り込み、段階的に拡大してい

く「スモールスタート＆段階的導入」のアプローチを検討します。これによ

り、初期投資を抑え、早期に効果を実感し、成功体験を積むことができます。 

• 標準機能の最大活用: ERP パッケージの標準機能を最大限に活用し、業務プロ

セスをパッケージに合わせて見直す「Fit to Standard」を原則とします。過度

なカスタマイズは、導入コストと期間の増大、バージョンアップ時の問題発

生、運用保守の複雑化を招き、TCO を大幅に上昇させます。 

• クラウド ERP の検討: SaaS 型クラウド ERP は、初期のハードウェア投資や運

用保守の負担を軽減し、IT 人材の確保が難しい企業でも最新機能を活用でき

るメリットがあります。サブスクリプションモデルのため、初期投資を抑え、

運用コストを予測しやすくなります。 

• データクレンジングとマスターデータ整備: ERP 導入前に、既存システムのデ

ータの品質を向上させるためのデータクレンジングとマスターデータ整備を

徹底します。不正確なデータが新システムに移行されると、その後の業務運

営に深刻な影響を与え、投資効果を損ないます。これは ERP 導入成功の隠れ

た鍵となります。 

• チェンジマネジメントの徹底: 従業員が新システムに円滑に適応できるよう、

適切なトレーニングとコミュニケーションを継続的に実施します。システム

の機能だけでなく、それが業務プロセスや自身の仕事にどう影響し、どのよ

うなメリットがあるのかを理解させることが重要です。現場の反発を最小限

に抑え、定着を促すことで、期待される効果を最大限に引き出します。 

• 効果測定と継続的改善: ERP 導入後も、設定した KGI/KPI に基づき効果測定を

継続し、定期的にレビューします。期待した効果が得られない場合は、その

原因を分析し、業務プロセスの見直しやシステム設定の調整など、継続的な

改善活動を行います。 

 

ERP 投資の最適化は、単にコストを抑えることだけでなく、ERP がもたらす戦略

的価値を最大化することにあります。経営層がこの視点を持ち、IT 部門と事業部門

が連携して取り組むことで、ERP は企業の持続的な成長を支える強力なエンジンと

なるでしょう。 



 

2.2.2 IT ロードマップと ERP 導入・刷新計画 

IT 戦略を具体的な行動計画に落とし込むのが IT ロードマップです。特に ERP の導入

や刷新は、企業の広範な業務領域に影響を及ぼすため、このロードマップは綿密に計画

される必要があります。IT ロードマップは、短期的な目標達成だけでなく、将来のビジ

ネス成長や環境変化にも対応できるよう、柔軟性と拡張性を持つことが重要です。 

 

2.2.2.1 ロードマップ策定のフェーズと要素 

IT ロードマップの策定は、以下の主要なフェーズと要素を含みます。 

1. 現状分析（As-Is）と課題の特定: 

o 既存 IT インフラの評価: サーバー、ネットワーク、データベース、セキュ

リティなど、現在の IT インフラの現状を把握します。老朽化の度合い、パ

フォーマンス、拡張性、運用コストなどを評価します。 

o 既存システムとアプリケーションの評価: 現在稼働している基幹システム、

個別システム（CRM, SCM, MES など）、オフィスアプリケーションなどの

機能、連携状況、利用者数、保守状況、課題などを詳細に洗い出します。

特に、ERP に関連するデータがどこに、どのような形式で存在しているか

を確認します。 

o IT 組織と人材の評価: IT 部門の体制、スキルセット、リソースの状況を評

価します。ERP 導入・運用に必要なスキルが不足していないか、外部ベン

ダーとの連携体制は確立されているかなどを確認します。 

o IT 運用コストの分析: ハードウェア保守料、ソフトウェアライセンス料、

運用人件費、通信費など、現在の IT 運用にかかるコストを詳細に分析し

ます。 

o 課題の特定: これらの現状分析に基づき、経営課題と IT 課題（例：データ

サイロ化、システム老朽化、セキュリティリスク、属人化）を明確にしま

す。 

 

2. 将来ビジョンの策定（To-Be）: 

o ビジネス戦略 との整合 : 既 に 定 義 さ れ た 経 営 課 題 と 目 指 す べ き 姿

（KGI/KPI）を再確認し、それを IT でどのように実現するかを具体的に描

きます。**「データドリブン経営の実現」「グローバル市場への迅速な対応」

「顧客体験の向上」「サプライチェーンの強靭化」**など、具体的な IT の

役割を言語化します。 

o あるべきシステムアーキテクチャの検討: 将来的に目指す IT システム全

体の構成を検討します。ERP を中核としつつ、CRM、SCM、BI ツール、



IoT プラットフォームなど、他のシステムとの連携のあり方を描きます。

クラウドファースト、API 連携、マイクロサービス化といった技術トレン

ドも考慮に入れます。 

o 技術選定の方向性: クラウド型かオンプレミス型か、特定のベンダーに依

存するかオープンソースを活用するかなど、主要な技術選択の方向性を決

定します。 

o IT 組織のあるべき姿: 将来のシステム環境を運用・管理するために、どの

ような IT 組織体制が必要か、どのようなスキルを持った人材が求められ

るかを定義します。 

 

3. ロードマップの策定: 

o 段階的導入計画: 将来ビジョンを一気に実現することは困難であり、リ

スクも高いため、複数のフェーズに分けて導入計画を策定します。 

▪ フェーズ 1（短期：1～2 年）: 最も緊急性が高く、かつ効果が見

込みやすい領域（例：財務会計、基幹生産管理）から着手。リス

クを抑えつつ、早期の成功体験を積み、組織の変革へのモチベー

ションを高めます。 

▪ フェーズ 2（中期：2～4 年）: フェーズ 1 の成功を基盤に、対象

業務領域を拡大（例：販売管理、SCM、PLM 連携）。グローバル

展開や特定事業領域への対応を強化します。 

▪ フェーズ 3（長期：4～5 年以降）: 全社的な DX 推進、AI/IoT の

本格活用、新たなビジネスモデル創出に向けたシステム連携強化

など。 

o 投資計画と予算配分: 各フェーズにおいて必要となる概算の投資額（シ

ステム購入費、導入コンサルティング費、運用保守費など）を見積もり、

予算配分を計画します。 

o リソース計画: 各フェーズで必要な IT 人材、事業部門のリソース（キ

ーユーザー、プロジェクトメンバーなど）を計画します。 

o マイルストーンと成果物: 各フェーズの具体的なマイルストーン（節目）

と、そこで達成すべき成果物（例：要件定義書完了、本稼働開始、効果

測定レポート）を明確にします。 

o 柔軟性の確保: IT ロードマップは一度策定したら終わりではありませ

ん。ビジネス環境や技術の変化に応じて、定期的に見直し、柔軟に調整

できるような仕組みを組み込みます。 

 

国内重工業メーカーの事例では、複数の事業部門がそれぞれ独自のシステムを運



用しており、全社横断的な経営情報の把握が困難であるという課題を抱えていまし

た。彼らはこの課題に対し、まず財務会計とグループ連結決算の統一を最優先とし、

コアとなる ERP モジュールを導入する「フェーズ 1」を計画しました。これにより、

経営情報のリアルタイム性を高め、経営判断のスピードアップを図りました。その後、

「フェーズ 2」で生産管理とサプライチェーン管理の高度化に進み、最終的には設計

部門の PLM システムとの連携まで含めた「ビジョナリーな ERP アーキテクチャ」の

実現を目指す長期ロードマップを策定しました。この段階的なアプローチにより、リ

スクを分散し、各フェーズで成功を積み重ねながら、大規模な変革を進めることがで

きました。 

IT ロードマップは、ERP 導入プロジェクトを単発のイベントとしてではなく、企

業の持続的な成長を支える戦略的な旅として捉えるための、重要な羅針盤となりま

す。 

 

2.2.2.2 ERP 導入・刷新計画におけるアプローチと考慮事項 

IT ロードマップに基づき、ERP 導入・刷新計画を具体化する際には、様々なアプ

ローチと考慮事項があります。適切なアプローチを選択することで、プロジェクトの

成功確率を最大化し、リスクを最小限に抑えることができます。 

主要な導入アプローチ: 

1. ビッグバン方式（Big Bang Approach）: 

o 概要: 短期間で、全ての業務領域（あるいは広範囲な業務領域）を一斉に

新 ERP システムに切り替える方式。 

o メリット: 

▪ 短期間で新システムの効果を享受できる可能性がある。 

▪ 既存システムとの並行運用期間が短く、一時的なデータ連携の複雑性

を軽減できる。 

▪ 組織全体の意識改革を促しやすい。 

o デメリット: 

▪ 一度に多くの変更が発生するため、プロジェクトリスクが非常に高い。 

▪ 導入失敗時の影響範囲が甚大。 

▪ 大規模なチェンジマネジメントが必要。 

▪ 従業員の負荷が非常に大きい。 

o 向いている企業: 比較的業務プロセスが単純で小規模な企業、または変革

への強いリーダーシップと組織的なコミットメントを持つ企業。既存シス

テムが極めて老朽化しており、継続運用が困難な場合。 

o 考慮事項: 徹底的な事前テストと入念な準備、万全のバックアッププラン、

強力なプロジェクトマネジメント体制が必須。 



 

2. 段階的導入方式（Phased Rollout / Phased Approach）: 

o 概要: 業務領域、拠点、または事業部門ごとに段階的に ERP システムを導

入していく方式。 

o メリット: 

▪ プロジェクトリスクを分散できる。 

▪ 各フェーズで得られた教訓を次のフェーズに活かせる。 

▪ 従業員の適応期間を確保しやすい。 

▪ 初期投資を抑えられる。 

o デメリット: 

▪ 全体的な導入完了までに時間がかかる。 

▪ 既存システムとの連携期間が長くなり、一時的なデータ連携の複雑性

が発生する可能性がある。 

▪ フェーズ間の整合性維持に注意が必要。 

o 向いている企業: 大規模な企業、複雑な業務プロセスを持つ企業、グロー

バル展開している企業。 

o 考慮事項: 各フェーズの明確なスコープ定義、フェーズ間のデータ連携と

業務継続性の確保、全体像を見失わないためのロードマップの継続的な見

直し。 

3. パイロット導入方式（Pilot Approach）: 

o 概要: 特定の小規模な部門や拠点、または特定の業務プロセスに限定して

ERP を先行導入し、その効果と課題を検証した上で、本格的な導入を拡大

していく方式。 

o メリット: 

▪ 初期段階でシステムや運用上の課題を洗い出せる。 

▪ 本格導入前に実践的な知見を蓄積できる。 

▪ 限定的な範囲での成功体験が、組織全体への展開の推進力となる。 

o デメリット: 

▪ 本格導入までの全体期間が長くなる可能性がある。 

▪ パイロット導入と本格導入の間の連携や整合性に注意が必要。 

o 向いている企業: 新しい ERP 製品や技術を採用する場合、特定の業務領域

での効果検証を重視する場合。 

o 考慮事項: パイロット導入の成功基準の明確化、パイロットからの学びを

どのように全体展開に活かすかの計画。 

導入計画における共通の考慮事項: 

• プロジェクト体制の構築: 



o 強力なリーダーシップ: 経営層からの明確なコミットメントと、強力なプ

ロジェクトスポンサーの存在が不可欠です。 

o クロスファンクショナルチーム: IT 部門だけでなく、財務、生産、販売、

人事など各業務部門からキーユーザーを選出し、プロジェクトチームに参

画させます。これにより、ビジネス要件の正確な把握と、導入後のシステ

ム定着を促進します。 

o ベンダー選定と連携: 適切な ERP ベンダーと導入パートナーを選定し、密

接なコミュニケーションと連携体制を構築します。ベンダーの知見と経験

を最大限に活用します。 

• データ移行戦略: 

o 既存システムから新 ERP へのデータ移行は、最もリスクの高い作業の一

つです。マスターデータ（製品、顧客、サプライヤーなど）、トランザクシ

ョンデータ（過去の売上、在庫、仕訳など）のデータクレンジング、マッ

ピング、変換、テストを綿密に計画します。データの品質が悪いと、新シ

ステムが正常に機能しません。 

• チェンジマネジメント（組織変革管理）: 

o ERP 導入は、単なるシステムの入れ替えではなく、業務プロセスの変革を

伴います。従業員の抵抗や不安を和らげ、新システムへの適応を促すため

のコミュニケーション計画、トレーニング、インセンティブ設計を慎重に

行います。プロジェクトの初期段階から、変革の必要性とメリットを繰り

返し伝えることが重要です。 

• テスト計画と品質保証: 

o 単体テスト、結合テスト、総合テスト、ユーザー受け入れテスト（UAT）

など、多段階でのテストを計画します。特に UAT は、実際の業務シナリオ

に基づき、キーユーザーが主体となって実施することで、システムの適合

性を検証し、稼働後のトラブルを未然に防ぎます。 

• 本稼働（Go-Live）後のサポート体制: 

o 本稼働直後は、システム利用に関する問い合わせやトラブルが集中するた

め、ヘルプデスク体制、バグフィックス体制、ベンダーとの連携体制を事

前に確立します。 

o 稼働後も、システムパフォーマンスの監視、継続的な改善活動（定着化支

援、機能拡張、業務プロセス改善）を計画します。 

 

国内消費財メーカーは、グローバル展開を加速する中で、各国に散在するシステム

とデータの統合が課題でした。彼らは、まずアジアパシフィック地域での ERP 導入

をパイロットとし、そこで得られた知見とベストプラクティスを、その後の欧米市場



への展開に活かす段階的導入アプローチを採用しました。この際、各国の商慣習や法

規制への対応を ERP が柔軟にサポートできるかどうかが重要な選定基準となりまし

た。また、プロジェクト期間中、定期的なワークショップを通じて各拠点のキーユー

ザーが導入プロセスに参加し、システムへのオーナーシップと期待感を高める工夫

を凝らしました。 

ERP 導入・刷新計画は、これらのアプローチと考慮事項を総合的に判断し、自社の

ビジネス特性、組織文化、リソース状況に最適なものを選択することで、成功へと導

くことができるでしょう。 

 

2.2.3 ビジョナリーな ERP アーキテクチャの検討 

現代の ERP は、単一のパッケージシステムから、クラウド、AI、IoT、API 連携な

どを活用した柔軟で拡張性の高い「デジタルコア」へと進化しています。将来を見据

えたビジョナリーな ERP アーキテクチャの検討は、短期的な課題解決だけでなく、

企業の持続的な成長と DX 推進の基盤を築く上で極めて重要です。ここでは、最新の

技術トレンドを踏まえ、どのようなアーキテクチャが企業の未来を支えるのかを考

察します。 

 

2.2.3.1 クラウドネイティブ、モジュール型、API エコノミーの活用 

将来の ERP アーキテクチャを検討する上で、以下の 3 つのトレンドは不可欠な

要素です。 

1. クラウドネイティブ（Cloud-Native）: 

o 概要: クラウド環境の特性（スケーラビリティ、レジリエンス、俊敏性）

を最大限に活かすように設計されたシステム。SaaS (Software as a 

Service) 型 ERP が代表的です。 

o 特徴: 

▪ スケーラビリティと柔軟性: ビジネスの成長や需要の変動に合わ

せて、リソース（CPU、メモリ、ストレージ）をオンデマンドで増

減できます。例えば、繁忙期に一時的に処理能力を増強し、閑散期

にはコストを抑えることが可能です。 

▪ 可用性とレジリエンス: 複数のデータセンターに分散配置される

ため、特定の障害点に依存せず、高い可用性を実現します。災害時

にも迅速な復旧が可能です。 

▪ 運用負荷の軽減: ハードウェアの調達・保守、ソフトウェアのパッ

チ適用やバージョンアップはベンダーが行うため、IT 部門は運用保

守から解放され、より戦略的な業務に集中できます。 

▪ 常に最新の機能: ベンダーが定期的に機能追加や改善を行うため、



常に最新の技術や法規制に対応した ERP を利用できます。 

o 多くの企業がオンプレミス型からクラウド型 ERP への移行を進めてい

ます。特に、グローバル展開する企業や、IT 人材が不足している企業に

とって、クラウド ERP は運用効率とコスト効率の面で大きなメリット

をもたらします。 

o 事例 (海外テクノロジー企業): 急速な事業拡大に対応するため、従来の

オンプレミス ERP から SaaS 型クラウド ERP に移行。これにより、世

界中の拠点からのアクセス、リアルタイムデータ統合、そして新たなビ

ジネスモデル（サブスクリプションサービスなど）への迅速な対応を実

現しました。IT インフラの管理負荷が大幅に軽減され、IT 部門はイノベ

ーション創出に注力できるようになりました。 

 

2. モジュール型（Modular Architecture）とコンポーザブル ERP（Composable 

ERP）: 

o 概要: 企業のニーズに合わせて、異なるベンダーの最適なモジュールや

ソリューションを組み合わせて構築するアーキテクチャ。単一の ERP パ

ッケージに全てを依存するのではなく、各業務領域で最適なベストオブ

ブリード（Best-of-Breed）なソリューションを連携させます。 

o 特徴: 

▪ 柔軟性と選択肢の広さ: 特定の業務領域（例：CRM、SCM、HRM）

において、ERP パッケージの標準機能では不足する場合でも、専門

性の高い外部ソリューションを柔軟に組み込むことができます。 

▪ 段階的導入の容易さ: 全てを一度に導入するのではなく、必要なモ

ジュールから段階的に導入し、その都度最適化を図ることが可能で

す。 

▪ 特定の業務要件への深い対応: 各モジュールが特定の業務に特化

しているため、より深いレベルでの業務要件に対応できます。 

o 従来の「ERP セントリック」な考え方から、ERP を「デジタルコア」と

して位置づけ、その周辺に様々な専門システムを連携させる「コンポー

ザブル ERP」への移行が進んでいます。これにより、企業は特定の業務

ニーズに対して最適なソリューションを選択し、柔軟なシステム構成を

実現できます。 

o 事例 (国内製造業): 基幹会計と生産管理は ERP パッケージの標準機能

で統一しつつ、R&D 部門には専門の PLM システム、顧客対応には CRM

システム、そして現場のデータ収集には MES（製造実行システム）を導

入し、それぞれを ERP と API 連携で密に統合しました。これにより、各



部門の専門性を活かしつつ、経営に必要な情報を一元的に把握できるア

ーキテクチャを構築しました。 

 

3. API エコノミーとインテグレーション: 

o 概要 : システム間の連携を容易にするために、標準化された API

（Application Programming Interface）を活用する考え方と、そのエコシ

ステム。 

o 特徴: 

▪ 容易な連携: 異なるシステム間でのデータ連携が標準化されたイ

ンターフェースを通じて行われるため、開発の手間とコストを削減

できます。 

▪ 拡張性と柔軟性: 新しいサービスやアプリケーションを開発する

際に、既存のシステム機能を API 経由で再利用できます。これによ

り、ビジネスの変化に迅速に対応し、新たな価値を創造するスピー

ドが向上します。 

▪ 外部サービスとの連携: SaaS 型サービスやパブリッククラウドサ

ービス、FinTech サービスなど、外部の様々なサービスと ERP を連

携させ、より高度な機能やデータ活用が可能になります。 

o API は、モジュール型アーキテクチャやコンポーザブル ERP を実現する

ための「接着剤」です。ERP がオープンな API を提供しているか、ある

いは他のシステムと連携するための豊富な API を持っているかは、将来

のシステム拡張性を評価する上で非常に重要な要素となります。 

o 事例 (海外小売業): ERP をデジタルコアとし、複数の EC プラットフォ

ーム、配送サービス、決済サービス、マーケティングオートメーション

ツールと API 連携を行いました。これにより、顧客の購買体験を向上さ

せ、リアルタイムの在庫管理、効率的な配送、パーソナライズされたプ

ロモーションを可能にし、売上を大幅に向上させました。 

 

これらのトレンドを考慮したビジョナリーな ERP アーキテクチャの検討は、企

業がデジタル変革を推進し、未来の競争環境で勝ち抜くための不可欠なステップ

です。単に既存業務を効率化するだけでなく、新たなビジネスモデルの創出や、市

場での競争優位確立を可能にするアーキテクチャを描くことが求められます。 

 

2.2.3.2 データドリブン経営を支えるデータアーキテクチャの設計 

ビジョナリーな ERP アーキテクチャを語る上で欠かせないのが、データドリブ

ン経営を支えるデータアーキテクチャの設計です。ERP は企業の基幹データを集



約するシステムであり、そのデータが正確かつタイムリーに活用されなければ、

ERP 導入の真の価値は半減してしまいます。 

データアーキテクチャは、データの収集、保管、統合、処理、分析、利用に至る

までの一連のプロセスと、それを支える技術的な構成を指します。 

1. データの単一真実（Single Source of Truth）: 

o 概要: 企業内に存在する多様なデータソースから、各データの「正統な

情報源」を特定し、一元的に管理する考え方。 

o ERP は、財務、販売、購買、生産、在庫、人事といった企業の主要な業

務データを統合的に管理するため、「シングルソースオブトゥルース」

の最も有力な候補となります。ERP に登録されたマスターデータ（顧客、

製品、サプライヤーなど）が、企業全体で唯一の信頼できる情報源とな

るように設計することが重要です。 

o 課題と対策: 既存システムからのデータ移行時には、データの重複、不

整合、不正確さといった「データ品質問題」が必ず発生します。これら

の問題を解決するためのデータクレンジング、データ標準化、データガ

バナンスの確立が不可欠です。データガバナンスは、データの品質、セ

キュリティ、プライバシーを継続的に維持・改善するための組織的ルー

ルとプロセスを定めます。 

 

2. データレイク/データウェアハウスと BI/アナリティクス連携: 

o 概要: ERP データだけでなく、CRM、SCM、IoT データ、ウェブサ

イトアクセスログ、SNS データなど、企業内外の様々なデータを統

合・分析するための基盤。 

o データレイク: 生データや半構造化データなど、多様な形式のデー

タをそのまま格納する場所。将来的な分析ニーズに対応するため、

柔軟性が高い。 

o データウェアハウス（DWH）: 構造化されたデータを格納し、高速

な分析クエリに対応するために最適化されたデータベース。 

o BI/アナリティクスツールとの連携: Tableau, Power BI, Qlik Sense な

どのビジネスインテリジェンス（BI）ツールや、Python/R などのプ

ログラミング言語を用いた高度なアナリティクスツールと ERP デ

ータを連携させることで、経営状況の可視化、トレンド分析、将来

予測、異常検知などを可能にします。 

o ERP はこれらの分析基盤に高品質な基幹データを提供する主要な

情報源となります。ERP に蓄積された詳細なトランザクションデー

タ（例：個々の販売取引、生産指示、資材調達記録）は、ビジネス



の深層を理解するための貴重な情報となります。 

o 事例 (国内小売業): ERP の販売データ、EC サイトのアクセスログ、

実店舗の POS データをデータレイクに統合。そこから必要なデー

タを DWH に格納し、BI ツールでリアルタイムの売上動向、顧客の

購買パターン、プロモーション効果などを分析しています。これに

より、在庫の最適化、パーソナライズされたマーケティング施策、

店舗レイアウトの改善など、データに基づいた迅速な意思決定を可

能にしました。 

3. リアルタイムデータ処理と分析: 

o 概要: ビジネスの意思決定のスピードを高めるために、データをリアル

タイムに近い形で収集・処理し、分析結果を提供する能力。 

o 多くの現代の ERP システムは、インメモリデータベース（例：SAP HANA）

や分散処理技術を活用することで、大量のデータをリアルタイムで処理

し、瞬時に分析結果を生成する能力を持っています。これにより、日次

や月次ではなく、秒単位、分単位での経営状況の把握や、生産ラインの

監視、顧客対応などが可能になります。 

o 活用例: 

▪ 製造業: IoT センサーからリアルタイムに送られる生産設備の稼働

状況データと ERP の生産計画データを連携させ、生産ラインの異

常を即座に検知し、ボトルネックを解消。予兆保全により、計画外

停止を最小化します。 

▪ 金融業: リアルタイム取引データを ERP に連携させ、不正取引の検

知やリスク評価を瞬時に行い、迅速な意思決定を支援します。 

▪ 小売業: POS データをリアルタイムで ERP に連携させ、店舗ごとの

売れ筋商品、在庫状況を把握し、品切れを未然に防ぎ、機会損失を

削減します。 

 

データドリブン経営を支えるデータアーキテクチャは、ERP を単なる記録シス

テムとしてではなく、企業競争力の源泉である「インテリジェントな意思決定プラ

ットフォーム」へと昇華させるための鍵となります。ERP 導入を検討する際には、

このデータ活用戦略まで見据えたアーキテクチャ設計が不可欠です。 

 

2.3 ビジネスと IT のギャップ分析と融合アプローチ 

ビジネス戦略と IT 戦略、そして基幹システムのビジョンが明確になったら、次に必要

となるのが、現在の業務プロセスとシステム（As-Is）と、将来目指すべき業務プロセスと

システム（To-Be）との間の「ギャップ」を特定し、そのギャップを埋めるための具体的



な「融合アプローチ」を策定することです。このギャップ分析は、ERP 導入プロジェクト

のスコープを明確にし、成功への道筋を描く上で最も重要なステップの一つです。 

 

2.3.1 As-Is / To-Be 分析：ERP 導入による業務変革のスコープ 

As-Is / To-Be 分析は、企業の現状を深く理解し、目指すべき未来の姿を具体的に描

くことで、ERP 導入がもたらす業務変革のスコープを明確にするための不可欠なプロ

セスです。これにより、単なるシステム導入に終わらず、真の業務効率化と価値向上を

実現するための道筋が見えてきます。 

 

2.3.1.1 As-Is（現状）業務プロセスとシステムの徹底的な棚卸し 

As-Is 分析は、現在の業務プロセス、組織体制、システム、データフローなどを徹

底的に調査し、現状の「痛み（Pain Points）」や「課題（Challenges）」を洗い出す作

業です。このフェーズが不十分だと、ERP 導入後に「こんなはずではなかった」とい

う問題が頻発する原因となります。 

分析の対象と方法: 

1. 業務プロセスの可視化: 

o 各部門の主要な業務プロセスをフローチャートや BPMN（Business 

Process Model and Notation）などの標準的な表記法を用いて可視化しま

す。これにより、誰が、何を、いつ、どのように行っているかを明確にし

ます。 

o 具体的なステップ: 

▪ インタビュー: 各業務の担当者、管理職、キーユーザーに対し、現在

の業務手順、使用ツール、課題、ボトルネック、非効率な点などを詳

細にヒアリングします。 

▪ 業務フローの作成: ヒアリング内容に基づき、現在の業務フローを図

として作成し、関係者と共有して認識の齟齬がないか確認します。 

▪ 課題の洗い出し: 作成した業務フロー上で、重複作業、手作業の多さ、

部門間の連携不足、承認プロセスの遅延、データの不整合、属人化と

いった具体的な課題を特定します。 

o 事例 (国内食品卸売業): 受注から配送、請求までの業務プロセスを分析し

た結果、電話や FAX による受注が多く、手作業でのデータ入力と複数のシ

ステムへの二重入力が常態化していることが判明しました。これにより、

入力ミスが多く、受注から出荷までのリードタイムが長く、顧客からの問

い合わせに即座に対応できないという課題が浮き彫りになりました。 

 

2. 既存システムとデータの棚卸し: 



o 現在稼働しているすべての情報システム（基幹システム、販売管理、生産

管理、会計、人事、CRM、SCM、Excel など）をリストアップし、それぞ

れの機能、役割、連携状況、使用技術、保守状況、データの所在と品質を

評価します。 

o 具体的なステップ: 

▪ システム一覧の作成: 各システムの名称、機能概要、利用部門、ベン

ダー、保守契約、バージョン、稼働開始時期などを一覧化します。 

▪ システム連携図の作成: 各システムがどのようにデータ連携してい

るか（手動、バッチ、リアルタイムなど）を図示し、連携の課題（例：

データ重複、連携遅延、インターフェースの複雑性）を特定します。 

▪ データ品質の評価: マスターデータ（顧客、製品、サプライヤーなど）

やトランザクションデータの正確性、整合性、網羅性を評価します。

データクレンジングの必要性を判断します。 

▪ IT コストの分析: 各システムの運用・保守にかかる年間コスト（ライ

センス、ハードウェア、人件費、保守契約など）を詳細に算出します。 

o 事例 (国内 IT サービス企業): 過去の M&A により、複数の販売管理システ

ムと会計システムが乱立。顧客データや案件情報がシステムごとに分散し、

全社的な売上分析や顧客管理が困難でした。また、システム間のデータ連

携は手作業やバッチ処理に依存しており、月次決算に時間がかかるという

問題も抱えていました。 

 

3. 組織体制と役割の評価: 

o 各業務プロセスの責任者、担当者、部門間の権限と役割分担を明確にしま

す。ERP 導入による組織変更の可能性も考慮に入れます。 

o 具体的なステップ: 

▪ 組織図と役割分担の確認: 現在の組織体制が業務プロセスに与える

影響、特定の個人への業務集中（属人化）の有無などを評価します。 

▪ スキルセットの評価: ERP 導入後の業務遂行に必要なスキルが従業員

にあるか、不足しているスキルは何かを特定します。 

 

As-Is 分析は、企業の「今」を正確に把握するための地道ながらも極めて重要な作

業です。この段階で発見された課題や非効率性が、ERP 導入の具体的な動機付けと

なり、To-Be の設計における重要なインプットとなります。単に「システムを新しく

する」という発想ではなく、「現状の課題を解決し、ビジネスを強化する」という目

的意識を持って As-Is 分析に取り組むべきです。 

 



2.3.1.2 To-Be（将来）業務プロセスとシステムの設計と変革目標 

As-Is 分析で特定された課題を踏まえ、ERP 導入によって実現したい「目指すべき

姿（To-Be）」を具体的に設計します。To-Be 設計は、単に既存業務を新システムに移

行するのではなく、ERP の標準機能を最大限に活用し、ベストプラクティスを取り

入れることで、業務プロセス自体を改革することを目標とします。 

設計のポイントと考慮事項: 

1. ビジネス戦略と IT 戦略の具現化: 

o 前章で定義した経営課題と KGI/KPI、そして IT ロードマップの将来ビジョ

ンを基に、それを実現するための具体的な業務プロセスとシステム構成を

描きます。ERP がどのように企業目標達成に貢献するかを明確にします。 

o 例: 「リアルタイム経営情報の提供」という目標であれば、ERP のデータ

連携機能や BI ツールとの連携によって、どのような経営ダッシュボード

が実現し、どのような情報がタイムリーに提供されるかを示します。 

 

2. 業務プロセスの再設計（BPR: Business Process Re-engineering）: 

o ERP 導入は、既存の非効率な業務プロセスをそのまま踏襲するのではなく、

業務改革（BPR）の機会と捉えるべきです。ERP の標準機能や業界のベス

トプラクティス（先行事例で最も効果的であることが実証された業務プロ

セスや方法論）に合わせた業務プロセスを設計します。 

o 具体的なステップ: 

▪ 標準機能の活用優先: まずは ERP の標準機能で業務が実現できない

かを検討します。これにより、カスタマイズを最小限に抑え、導入コ

ストとリスクを低減します。 

▪ 自動化と効率化: 手作業や紙ベースの業務、重複入力などを排除し、

システムによる自動化、ワークフローによる効率化を最大限に図りま

す。 

▪ 部門横断的なプロセス最適化: As-Is で顕在化した部門間のサイロ化

や連携不足を解消するため、ERP を介した部門横断的な情報共有と連

携を前提としたプロセスを設計します。 

▪ 業務ルールの統一と標準化: 業務ルールやマスターデータの定義を

統一し、全社的な標準化を推進します。 

o 事例 (国内食品卸売業): As-Is で判明した手作業と二重入力を解消するた

め、EC サイトからの受注データは ERP に自動連携し、リアルタイムで在

庫引き当てが行われるように設計しました。配送計画も ERP から自動で

生成され、配送業者に連携されることで、受注から配送までのリードタイ

ムを大幅に短縮。顧客からの問い合わせには、ERP に統合された情報で即



座に回答できるようになりました。 

 

3. システムアーキテクチャの具体化: 

o To-Be の業務プロセスを実現するための具体的なシステム構成と連携方法

を設計します。 

o ERP を中核とした連携: ERP を「デジタルコア」として位置づけ、必要な

周辺システム（CRM、SCM、PLM、MES など）との連携インターフェー

スを定義します。API 連携、EDI 連携、データ連携基盤（ETL ツールなど）

の活用を検討します。 

o データフローの設計: 各業務プロセスにおいて、どのようなデータが生成

され、どこに格納され、どのように利用されるのかを明確なデータフロー

図として設計します。データの単一真実を確保するための仕組みを組み込

みます。 

o セキュリティと内部統制: To-Be システムにおけるアクセス権限、承認フ

ロー、監査ログなど、セキュリティと内部統制に関する要件を設計に組み

込みます。 

 

4. 組織体制と役割の再定義: 

o 新しい業務プロセスとシステム環境に合わせて、組織体制、各部門の役割、

担当者の責任範囲を見直します。 

o リスキリング・アップスキリング: 新システムを効果的に活用するために、

従業員に求められるスキルを特定し、必要なトレーニングや教育プログラ

ムを計画します。 

o チェンジマネジメント: 従業員が新しい業務プロセスやシステムにスムー

ズに適応できるよう、計画的なチェンジマネジメント活動（コミュニケー

ション、トレーニング、インセンティブ）を実施します。 

 

To-Be 設計は、単なる IT 部門の作業ではなく、経営層、事業部門、IT 部門が一体

となって取り組むべき戦略的な活動です。この段階で、将来の業務とシステムの姿を

具体的にイメージし、関係者間で共通認識を持つことが、ERP 導入プロジェクトの

成功を大きく左右します。また、To-Be は一度決めたら終わりではなく、ビジネス環

境の変化や技術の進化に合わせて、柔軟に見直し、進化させていく「継続的改善」の

視点を持つことが重要です。 


